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はじめに
2010年11月に日本が議長国を務めたAPEC（アジア太平洋経済協力会議）横浜会合を機に、米国のリーダーシップにより交渉が進行中のTPP（環太平洋パートナーシップ）協定の交渉に日本も参加すべきか否かが政治の大きな争点として浮上した。TPPとは、太平洋周辺のいくつかの国々の間で関税・非関税措置の全面撤廃や幅広い分野の経済活動の自由化をめざす経済連携構想である。2006年5月にチリ、シンガポール、ニュージーランド、ブルネイの4ヶ国間で発効したP4協定を母体とし、これに米国、オーストラリア、ペルー、ベトナム、マレーシアが加わって交渉が進められているところである。

日本の参加の是非については、与党内でもまだ議論が分かれている段階だが、政府としては、米国のオバマ大統領が議長を務める今年11月のAPEC首脳会議までに正式参加できるように、関税・非関税措置の全廃に向けた国内対策を早急に詰める方向性を示唆している。当初予定では、3月までに規制改革、6月までに外国人労働者と農業構造改革にかかる対策を決定し、参加の是非を判断するとしていた。
「開国」の意味
TPPは、FTA(自由貿易協定)の一種の固有名称であるが、他のFTAでは重要品目の関税保持など例外措置がある程度認められることが多いのに対して、TPPでは原則すべての関税・非関税措置を撤廃するという厳しい交渉が行われている点に特徴がある。
政府は「平成の開国」や「シームレスな(つなぎ目のない＝人、物、企業が国境を意識せずに自由に往来できる)経済圏」のような表現で、徹底した市場開放へと突き進む方針を打ち出している。国の内外で「開国」を連呼するのは、自ら国を明け渡すことを宣言するようなもので、相手国から譲歩を引き出しつつ自国の利益を守るという交渉の基本からしても奇妙であるだけでなく、そもそも、製造業も農業も、日本の関税はすでに低く、市場開放度は世界的にみて非常に高いのに、さらに「開国」だと言うのは奇妙である。食料についても、我々の体の原材料の6割を海外に依存しているということは、原産国表示ルールに基づけば、日本人は「国産」とは言えぬほどに開放されている。逆に言えば、すでに開放度が高いだけに、これ以上の「開国」は「最後の砦」も明け渡すのかどうかという、非常に大きな社会的な傷みを覚悟する国家的決断なのである。
しかし、たとえば看護師受け入れ方針などの個別事項になると、政府は「情報がない」「交渉してみないとわからない」といった言い回しに終始している。2011年2月から3月にかけて各地で「開国フォーラム」が開催されたが、日本として主体的に「どうするか」は国民に示されていない。これでは、TPPによって国民は何を得て、何を失うことになるのかを具体的に議論することができない。

実際に例外がまったく認められないのかどうかなど、まだ不透明な部分も多いのは事実だが、2011年1月に開催された第1回目の日米間の情報交換会議では、米国は日本に対して例外措置を原則認めない方針であることに加えて、郵政民営化や、若齢牛(20ヶ月齢以下)のみに限定している牛肉輸入基準(ドキュメンタリー映画「フード・インク」参照)なども問題としたと伝えられている。牛肉だけではなく、すでに米国がオーストラリアやニュージーランドに対して行っている要求を見れば、他の様々な食品や農薬などの安全基準緩和も求められることは間違いない。米国は従来から「予防原則」には科学的根拠がないと批判しており、日本の遺伝子組換え食品に対する表示義務についても撤廃を要求してくるであろう。
また、「情報がない」というけれども、交渉のベースとなっているP4協定があり、それを強化する方向で交渉が行われているのだから、まずP4協定の内容を広く国民に説明することが当然と思われるが、それも行われていないのは奇妙である。P4協定には、サービス貿易や政府調達における「内国民待遇」(自国民・企業と同一の条件を相手国の国民・企業に保障する)が明記されている。サービスとは、金融、保険、法律、医療、建築などの分野で、看護師、介護士、医師、弁護士などの受け入れが含まれる。金融についてはP4 協定では除外されていたが、米国が参加して以降、交渉分野として加えられている。
このまま日本がTPPに参加することになれば、これまでアジアに重点をおいて日本が進めてきた柔軟性あるFTAの段階的拡張という方向性は一気にくつがえされ、国内産業構造、雇用、そして国民生活全体に劇的な変化がもたらされることは間違いないのである。各産業の現場の実態や貿易自由化の長い歴史的積み重ねを考えれば、例外措置が一切認められない完全自由化を前提とする国内対策を短期間で整備することはほとんど不可能であろう。このような情報が国民に説明されることなく、十分にオープンな議論が行われないまま、きわめて社会的影響が大きい国際協定交渉に短期間で参加しようというプロセスが許容されるであろうか。
たとえば、もし、すでに世界的にも最も「開国」されている我が国の農産物の中で、わずかに高関税が維持されている1割の品目（コメ、乳製品等）が関税撤廃された場合、農水省の試算によれば、食料自給率は「新基本計画」が目標として掲げている40→50%という上昇シナリオではなく、13%に向けて急落する。これは、国民の命の根幹をなし、世界的にも武器と同じ「戦略物資」とされる食料を、ほとんど海外に依存することを意味する。主食のコメもほとんど自国で生産できない中、2008年のような輸出規制が起これば、ハイチやフィリピンのコメ暴動はまったくの他人事とは言えなくなる。また、主要産業である農業を失った地域社会は崩壊し、国土は荒れ果てる。これは農家保護の問題でなく、国民生活と国家存立の問題である。
「ゼロ関税にすれば農業の競争力強化や輸出産業化につながる」という見解は非現実的である(たとえば、[写真]のような農業とゼロ関税で競争できるとは考えられない)。その前に産業が崩壊してしまう。中でも、農業所得への依存度が高い専業経営が、最も深刻な損失を被る可能性が高い。端的な実例として、日本の林業は、関税撤廃以来ほぼ壊滅して山が荒れ、木材自給率は95%から18%まで下落した。牛肉・オレンジなどの自由化も、牛肉や果物の大幅な自給率低下につながったことを思い起こす必要がある。
[写真] 西オーストラリアの小麦農家－この1区画で100ha

一面1区画が100haで、全部で5,800haを経営。それでもこの地域の平均より少し大きいだけで、適正規模は10,000haだという。しかも、労働力は、本人・父・叔父の3人だが、お父さんは我々が訪ねたときも長期バケーション中で、旅行が好きでほとんどいないから、ほぼ2人で5,800haを経営している。将来的に安定的な生産を維持するには、干ばつに強く、塩害に強い遺伝子組み換え小麦の導入が不可欠で、モンサント社も強く勧めており、その導入はすでに日程に上りつつあるため、日本の消費者に対しては、ぜひ遺伝子組み換え小麦を食べてほしいとの強い要望がある。
関税撤廃しても所得補償すれば大丈夫という議論も、コメだけで毎年1.7兆円、牛乳・乳製品や畜産物等も含めれば3兆円を超し、さらに1兆円近い関税財源の喪失を加えれば、毎年4兆円規模の新たな必要財源について、国民合意を得て具体的な財源確保の裏付けを提示することは不可能に近く、「空手形」になると言わざるを得ない。
また、関税や非関税措置の撤廃によって打撃を受けるのは農業だけはない。繊維製品、皮革・皮革製品、履物、銅板など、極めてセンシティブな品目は工業分野にも多く、金融、保険、法律、医療、建築など、労働者(看護師、介護士、医師、弁護士等)の受入れを含むサービス分野の開放も決して容易には進まないはずである。たとえば、これまで実質的にほぼシャットアウトしてきた看護師の受入れについて、海外からの看護師の大幅流入を前提とした日本側の体制が半年程度という短期間に整うわけがない。また、海外展開のある企業は2000社に1社程度であり、他の大多数（多くは中小零細企業）は、輸入品とのさらに激しい競争に直面する可能性が高い。輸出企業が伸びたとしても、「シームレスな経済圏」の中で、雇用は海外労働力に置き換わっていく可能性も考えねばならない。
また、近隣アジア諸国や中国との関係、日米関係のあり方など、今後の外交戦略的な観点からも、中国、韓国も、インドネシアやタイというASEAN主要国も距離を置いているTPPへの対処はきわめて慎重を要する国家的課題である。我が国が、今後の世界の成長センターとなるであろう中国をはじめとする東アジア諸国とともに共存共栄できる経済圏を構築することは、欧州圏や米州圏の拡大・深化に対する政治経済的な対抗力を形成しつつ、米国等との対等な立場での本当の意味での友好関係を築き、世界の均衡ある発展を実現するためにも極めて重要である。それに対して、アジアがアジアだけでまとまることによって米国の利益が損なわれるのを阻止したいのが米国の思惑であり、TPPはその一環として位置づけられる。

このように、「農業のせいで国益が失われる」かのような「農業保護vs 国益」という対立の図式によってこの問題を捉えるのは、的を外れた議論である。「これまで農業が障害となってFTAが進まなかったから、一気にTPPを進めるしか道がない」といった議論も間違っている。ごく一部の輸出産業と一面的な消費者利益のために、他にどれだけの国益を失うのかを総合的に検討しなくてはならないのである。準備不足のまま例外を認めない全面開放のTPPに慌てて参加すればどうなるか。長期的な国家戦略に基づいて、国家全体としての得失を総合的に評価し、十分に時間をかけた冷静な国民的な議論が必要である。
FTAの本質－「悪い仲間づくり」か?
我が国は、長らくGATT(関税と貿易に関する一般協定)、そしてその後を受けた WTO（世界貿易機関）に基づく多国間の互恵的な貿易交渉を支持し、２国間または地域間の特恵的な自由貿易協定(FTA)締結の動きを批判してきた。しかし、世界的なFTA締結交渉の活発化の中で、急速に方針転換を行った。こうした流れに呼応するように、世界的な経済厚生(経済的満足度)の改善の観点から地域主義の弊害を懸念し、日米FTAなど考えられないと話し、WTOの重要性を主張してきたはずの経済学者の多くが、2000年代に入ると、急速にFTAの重要性を主張し始め、こうして日本はアッという間にFTAの大合唱になり、ついには、日米FTAも含むようなTPPしか日本には選択肢がないような報道に至っている。

FTAの本質は「差別性」にある。FTAは、WTO（世界貿易機関）の「無差別原則」（特定の国に自由化すれば他のすべての国にもそれを適用しなければならないというルール）の例外として認められており、関税撤廃などの優遇措置や例外品目は協定ごとに柔軟に設定することができる。まず、我々は歴史を振り返る必要がある。WTOの前身であるGATTは、1929年の米国大恐慌を発端に始まった世界のブロック化と関税引上げの報復合戦、そして最終的にそれが第二次世界大戦を招いた反省から、戦後の1947年に、どの国にも無差別に、相互・互恵的に関税その他の貿易障壁を低減し、多角的に世界貿易を拡大することを基本的精神として設立されたが、歴史は皮肉なもので、そのWTO の行き詰まり感の中で、FTA締結交渉が活発化し、世界は再び急速にブロック化に向かい始めたのである。したがって、FTAの増加による世界のブロック化(差別待遇の横行)は、歴史を振り返ると不安な要素を抱えている。

図0  WTOとFTAとの関係
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FTAは、WTOが目指す無差別で互恵的な世界の貿易自由化への「積み石（building block）」であるから推進すべきという見方もあるが、さしあたり、意図的に競争相手を排除できる特質を活かして自国の利益を確保する目的でFTAが利用され、世界的にみた競争力関係からは起こり得ないような歪曲された貿易の流れ(「貿易転換効果」という)を生み出していることは否めない。

典型的な例として、米国は、カナダとメキシコが相手なら米国の乳製品の方が競争力が高いので、NAFTA（北米自由貿易協定）では乳製品をゼロ関税にしてメキシコに対する輸出を伸ばして利益を得ているが、一方の米豪FTAでは主要乳製品を実質的に例外扱いとし、米国よりも競争力のあるオーストラリアからの乳製品の輸入増加を防いでいる。米豪FTAでは米国がずいぶん譲歩したように言われているが、それは間違いである。
FTAに参加していない輸出国は「仲間はずれ」の不利益を早急に回避しようとするため、世界のFTAは急速に増えている。たとえば、韓米FTAの合意成立によって韓国車や韓国製家電製品はゼロ関税で対米輸出できるようになるため、損失を逃れたい日本の自動車や輸出家電部門は日米FTAの推進を政府に強く要請している。
こうして、世界に多数のFTAが併存、または並行的に交渉が進行中である。わが国を含むFTAだけでも、すでに締結されているシンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、ブルネイ、フィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペルー（大筋合意）、及びASEAN（東南アジア諸国連合）、政府間交渉中の韓国（中断中）、GCC(湾岸協力理事会)及びオーストラリア、事前協議中のモンゴル、及び日中韓に加えて、構想段階ではあるが、より広域の協定として、ASEANに日韓中を加えたASEANプラス3、さらにオーストラリア・ニュージーランド・インドを加えたASEANプラス6、そしてAPEC21ヵ国全体でのFTAAPが検討されつつある（図2参照）。
このような様々な自由貿易協定が、併存、または、並行的に交渉されることは、貿易ルール(様々な関税水準・原産地規則等)の錯綜による様々な弊害(スパゲティボール現象と呼ぶ)、交渉費用を含む膨大な行政コストにもつながる。したがって、どこかの国が締結したから乗り遅れるなというやみくもな拡大ではなく、しっかりとした長期戦略に基づき、この錯綜状態を整理していくことが求められている。

[image: image2.emf]図２　APEC21カ国・地域の中で錯綜する経済連携関係
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｢例外なし｣が優れたFTAだというのは間違い
そもそもFTAは「仲間はずれ」をつくることによって世界全体（域外国）の経済厚生を悪化させる可能性をもつが、域外国の経済厚生の悪化を最小限にとどめるという観点では、高関税の重要品目も含めてゼロ関税とするFTAよりも、高関税品目は除外したFTAの方が優れている。高関税であるほど、特定の国のみに撤廃すれば、域外国(貿易での競合国)の損失は拡大するからである。
また、高関税品目を抱える当事国としても、重要品目を除外したFTAの方が自国の経済厚生は高まる可能性がある。これは、日本の輸入増加によって国際価格(日本の輸入価格)が上昇する程度が大きいと、消費者の利益は思ったほど増えないため、国内生産が被る損失と関税収入の喪失額の合計が、消費者の利益よりも大きくなってしまうからである。
たとえば、日タイFTAの試算では、例外品目がない場合の日本の利益は373百万ドル、域外国の損失の総額は3,022百万ドルであるのに対し、高関税のコメ、砂糖、鶏肉を関税撤廃対象から除外すると、除外しない場合よりも、日本の利益は661百万ドル増加し、域外国の損失は総額で636百万ドル減少する。同様に、日韓FTAの場合も、高関税品目を除外した方が、除外しない場合よりも、日本の利益も域外国の不利益の総額も改善される。つまり、日本が抱える重要品目を例外化ないし最低限の開放（相手国向けの低関税枠の設定など）にとどめることで合意が成立するならば、その方が日本としての利益は増加し、同時に域外国の損失も緩和することが可能である。
表1に示したように、日米、及び日EU間FTAについても、農産物と食品を全て除外するケースとの比較で試算した結果、上記と同様の結論が得られている。例外なしの日米FTAの場合、日本の利益は824百万ドル、米国の利益は3,625百万ドル、域外国の損失の総額は4,645百万ドルであるのに対して、農産物と食品を全て除外すると、除外しない場合よりも、日本の利益は1,142百万ドル増加し、域外国の損失も総額で3140百万ドル減少している。日EU間FTAの場合も同様である。ただし、米国やEUのように重要品目の貿易額が大きい国とのFTAの場合、日本が重要品目を除外すると、相手国の利益が著しく損ねられることから、合意が得られる可能性はかなり低いのである。
表1　日米、日EUのFTAによる経済利益の変化　　　　     　　　（百万ドル）
	
	   　　　日米ケース
	  　　　日ＥＵケース

	
	  全関税撤廃
	農・食除く撤廃
	  全関税撤廃
	農・食除く撤廃

	当事国
	日本     824
米国    3625
	       1966
       -811
	日本    1126
ＥＵ     636
	       2132
        -657

	その他世界

（うち途上国）
	      - 4645
    (- 2022)
	     - 1505
     (- 724)
	      - 2316
     (- 998)
	     - 1623
 　  (- 712)

	世界計
	       - 196
	      - 350
	       - 554
	       - 148


資料: 筆者らの研究グループによる試算。

これまでのFTAが農業が障害で進まなかったというのは間違い
「これまで農業が障害となってFTAが進展しなかったから、TPPで一気に進めるしか道がない」といった議論も、誤った事実認識である。先にも述べたとおり、日本にとって開放が困難なのは農業分野だけではないし、過去のFTA交渉の最終段階で難航したのも、実は農業以外の分野であったケースが多い。

端的な例は、現在交渉が中断している日韓FTAである。中断の原因は、表面的には農業のせいだと言われているが、実は最も深刻な障害は部品・素材産業分野である。日本からの輸入が増えて素材・部品産業に被害が出ることを懸念する韓国国内世論の沈静化のために、韓国の中小企業への技術協力やそのための基金出資について日本から表明してほしいと韓国側が求めているのに対して、日本側は拒否している。それでいて、報道機関に交渉中断を発表する段階になると「また農業が原因で」と説明され、農業悪玉論に拍車がかかる結果となっている。
また、日韓FTAの事前協議の場である産官学共同研究会の様子から指摘できる点は、特に金融、教育、法律、運輸、建設、電気通信、医療などのサービス分野の自由化について、日本側がまったくの無関心で、研究会のテーブルに一度もつかなかった省庁さえあったということである。そもそも韓国の関税率は、農産物も含めて全般に日本よりも高いので、韓国にとっては関税削減よりも、検疫、規格、原産国表示、不明瞭な商慣行などの非関税障壁や、関税が適用されないため様々な制限が設けられているサービス分野を含む、できるかぎり包括的な規制緩和の実現を望んでいたが、日本側からは「まったく論外」という印象を与える回答がみられた。たとえば、看護師の受け入れは「足りている」の一点張りで拒否し、金融については日本の担当省庁は「何もできることはない」として事前交渉にさえ出席していない。
日マレーシアFTA、および日タイFTAでは、農業分野については、日本が例外品目を確保する代わりに相手国への技術協力などに配慮する「協力と自由化のバランス」(次節参照)で先行的に合意に至っている。最後まで難航したのは、日本側が相手国に徹底した関税撤廃を求めた自動車や鉄鋼であった。
チリとのFTAでは銅板が大きな課題であった。日本の銅板の実効関税は1.8％と低いが、国内の銅関連産業の付加価値率、利潤率は極めて低く、わずかな価格低下でも産業の存続に甚大な影響があるとして、関税撤廃は困難だと主張した。
アジアとのFTAは｢協力と自由化のバランス｣で
これまで日本が近隣のアジア諸国を中心に進めてきた2国間でのFTA交渉では、農産物が他分野に先行して合意したケースも多い。これは、一つには日本の農業の市場開放度がすでに高いからである。農産物全体の平均関税率は、世界的にみても低水準の11.7%で、野菜については大半が3%以下である。これらの低関税品目をFTAに含めるならば（影響は慎重に検討すべきだが）、多くの農産物を含んだFTAが可能なのである。
ただし、コメ、乳製品、砂糖などの一部の品目は、国家安全保障、地域社会存続などの観点から関税撤廃が困難な最重要（センシティブ）品目として守られている。品目数では日本の農産物全体の1割程度である。もちろん日本だけでなく、世界各国が少なからぬセンシティブ品目に対して高関税を堅持している。

日本とアジア諸国とのFTAの場合、センシティブ品目の例外扱いについて相手国の理解を得るためのキーワードは、「協力と自由化のバランス」（センシティブ品目の自由化の度合いを低くする代わりに協力事業等を拡充する）である。日タイFTAでは、農業分野での様々な援助協力事業の拡充を打ち出し、さらにタイの零細農民の所得向上に配慮した優先的措置も表明したことが、農産物のスムーズな決着に貢献した。また、フィリピンとのFTAでは、小規模農家が生産するモンキーバナナや小さいパイナップルなどについては優先的な関税撤廃や無税枠設定を行うことを約束した。このように、日本側がセンシティブ品目の例外扱いを求める代わりに、FTAの利益から取り残されがちな相手国の零細農民に対する優先的配慮を可能なかぎり行い、アジア農村の貧困解消と所得向上に貢献することによってバランスを確保すれば、双方の利益を高めるFTAが成立するのである。

「農業保護vs国益」ではない

「GDP（国内総生産）の1.5％でしかない農業を守るために98.5％を犠牲にするのか」という議論はあまりに短絡的である。日本の農業(一次産業)はGDPの1.5%しか占めないとしても、農業生産をベースにして地域の関連産業が成り立ち、地域コミュニティが成り立っていることを忘れてはならない。一方、農業が犠牲になれば、その他の98.5%が利益を得るのかというとまったく違う。輸出産業が利益を得られるというが、海外展開のある日本の企業は2000社に1社程度であるから、その他の大多数の中小企業にとって恩恵はなく、輸出産業でも、現地生産が進んでいる昨今では関税撤廃のメリットはそれほど大きくないとの見方もある。また、国内に工場を置いていても、日本人の雇用が外国からの労働力に置き換わっていく流れも想定しなくてはならない。しかも、我が国のGDPに占める輸出の貢献度は、実は2割に満たない程度であり、8割にも及ぶ韓国とは比較にならないほど低いことも認識しておく必要もある。
　これらを総合すると、一部の輸出産業(の経営陣)が主張する目先の利益を「国益」と呼び、TPPに乗り急ぐのは間違っている。また、「農業のせいでTPPに参加できない」あるいは「農業のせいで国益が失われる」といった、「農業保護vs 国益」という対立の図式での議論も、的を外れている。「農業保護をとるか、TPPの利益をとるか」ではなく、「一部の輸出産業(の経営陣)の利益のために失う国益の大きさ」を考えなくてはならないのである。
つまり、問題の構図は、次のように整理できる。
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

(誤)　国益 　vs　農業保護
(正)　輸出産業(の経営陣)の利益　vs  製造業における雇用喪失、
金融、保険、法律、医療、建築など、労働者(看護師、介護士、医師、弁護士等)の受入れを含むサービス分野の損失、
繊維、皮革、履物、銅板、コメ、乳製品等のセンシティブ(重要)品目の損失、
食料生産崩壊による国家安全保障リスクの高まり、
水田の洪水防止機能や生物多様性の喪失、国土・地域の荒廃等
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

こうした中、農業分野の反対が目立つというものの、地域全体や他分野からも、様々な見解が発表されつつある。たとえば、全国町村会は、すでに2010年10月に、TPP反対の緊急決議を表明した。また、2011年1月16日時点での共同通信のまとめで、全国の都道府県、政令指定都市の66議会のうち、意見書を可決している議会は現時点で46議会に達しており、そのうち、ＴＰＰ交渉に参加しないよう求める「反対」は14議会、具体的な農業振興策の提示や十分な国民的合意を得るなど「慎重対応」を求めるものが32議会に上り、「反対」「慎重」の合計は全体の７割を占めた。
　また、農業分野以外では、日本医師会をはじめ医療関係者が、国民皆保険の崩壊による医療費の高騰などを懸念し、人々の命を預かる責任ある立場から、TPPへの反対をはっきりと表明している。米国の医療費の異常な高さは、米国に滞在した日本人にも実感としてわかるし、米国の友人が日本の国民皆保険をしきりにうらやましがっていたことを思い出す。日本の医療費水準が先進国の中でも非常に低く、乳児死亡率も世界で一番低く、健康寿命が男女ともに世界一位というような数値は、秩序ある「平等な医療」によって実現できた。混合診療の全面解禁、外国の医師・看護師の流入、外国人患者の流入、外国医療資本の流入等で、医療が富裕層に偏り、医療格差は拡大するであろう。ビジネスにならない地域医療も崩壊するであろう。
すでに米国がオーストラリアやニュージーランドに対して行っている要求を見れば、牛肉の月齢制限にとどまらず、様々な食品や農薬などの安全基準について米国が採用している「最大許容値」までの緩和も求められることは間違いない。米国は「予防原則」(科学的に因果関係が十分証明されなくても、健康や環境に被害が出るおそれを払拭できない場合には規制措置を可能にする考え方)には科学的根拠がないとしており、日本が課している遺伝子組み換え食品の表示義務も撤廃を迫られるであろう。米国が安全と認めている遺伝子組み換え食品に表示義務を課すことは許されないとの立場である。
　総じて、ルール(規制)をなくして自由な競争に委ねればすべてがベストの状態になるというような短絡的な考え方は幻想であろう。それはタクシー業界の規制緩和の結果を見てもわかる。単に自由に任せればよいなら、政府も政策も要らないことになり、経済政策学者は自己否定しているようなものである。それは、様々なルールをつくることで社会の秩序を形成してきた長い歴史を忘れた議論であろう。ルールをなくして競争すれば、すべてがうまく行くかのような幻想は、とりわけ、国民の命に直結する公共性の高い医療や食料については極めて危険である。TPP参加問題を機に、しばらく小康を得たかに見えた「市場万能主義」の嵐が再び吹き荒れようとしている。既得権益を守るだけの過度の規制は緩和すべきだが、だから何もないのがいいということにはならない。All or Nothingでなく、最適水準は適度なバランスにこそ見いだされるべきである。
TPPで重要品目の例外化は認められるか
　先に、従来のFTA交渉において、農業は「協力と自由化のバランス」で相互利益を追求してきたと述べたが、オーストラリアや米国のように、そもそも協力や援助の対象ではない国が交渉相手国の場合、「協力と自由化のバランス」の手法は通用しない。また、オーストラリアとの農産物貿易額に占めるわが国の重要品目（コメ、乳製品、牛肉、砂糖、小麦など）輸入額の割合は5割を超えており、これをすべて例外扱いとする日本側の要請に対して理解を得られるとは考えにくい。また、米国の大きな関心品目はコメであり、「コメを含めてすべての農産物を含めない限り日本とのFTAはありえない」と米国の多くの関係者が明言している。つまり、重要品目に手をつけずにTPPを妥結させるというのは不可能に近い。
だが、どの国にも絶対に守りたいセンシティブ品目があるというのも事実である。カナダは乳製品の例外化を主張したためTPP交渉への参加自体を認められていないが、実は、率先してTPPを主導しているように見える米国も、少なくとも主要乳製品と砂糖については絶対に譲れないはずである。つまり、「例外なし」原則の下では、日本やカナダだけでなく、米国でさえ本当は交渉参加を認められないはずである。にもかかわらず、米国は例外措置の必要性を事前には申し出ずに参加表明しておいて、交渉開始後、米豪FTAでは実質例外化されている砂糖と主要乳製品を米豪間のみ例外として認めるように主張する作戦をとった。豪州よりさらに競争力のあるニュージーランドの乳製品に対しては米国酪農業界がTPPから除外するよう求めている。
日本も早めに参加してルールづくりに参加した方が得策だとの見方があるが、日本が参加表明すれば、米国は自らのことは棚に上げて、日本には例外措置を認めないという不条理な要求を出してくる可能性は払拭できない。

TPPは、日本にとって最も厳しい条件の日豪FTAと日米FTAとを一気に締結するようなものである。特に米豪との農産物貿易額は重要品目を含めて非常に高く、全世界に対してゼロ関税にすることとほぼ同じ影響を受けると言ってよい。全世界に対してすべての国境措置を撤廃すれば、日本の食料自給率は13%まで低下するという試算が農水省から出されている。
TPPの影響評価に関する各種試算の比較に意味はあるか?
例外措置が全く認められないTPPに日本が参加した場合、補償措置を何も行わなければ国内農業生産額は4.1兆円減少し、農業関連産業の損失も含めたGDPベースの損失額は7.9兆円にのぼると農水省は試算している。品目ごとの詳細については、表2をみられたい。

生産減少額の大きさから影響をみると、最大はコメの約2兆円で、約5千億円の豚肉、牛肉、酪農が続く。生産量の減少率では、砂糖原料のビート、さとうきび、でん粉原料のかんしょ、ばれいしょ、加工用トマト、小麦等のほぼ全滅、コメやコンニャク芋の90%の生産減少などが続く。

打撃の大きい品目を多くかかえる現場では、地域の加工業や輸送業も農業をベースに成り立ち、地域経済、地域コミュニティが形成されているので、その影響は甚大である。また、地域特産物も地域に与える影響が大きい。たとえば、さとうきび栽培の崩壊は、離島などに住む人口を失うことにもつながり、国家防衛上も大きな問題となりうる(関税撤廃による林業崩壊で日本の山が外国人に買われていることも想起されたい。農林水産業が領土を守っているという感覚は欧米では当たり前である)。

注意すべきは、表2に挙げられた品目以外の品目には影響がないというわけではないということである。たとえば、小麦、ビート、ばれいしょ、タマネギ等を生産する北海道の畑作地帯で、タマネギには影響がないかというと、けっしてそうではない。相対的に高くなくとも、関税が撤廃される影響は存在するし、小麦、ビート、ばれいしょ等が大きな被害を受けるとなると、それらの品目からタマネギへと生産がシフトするので、タマネギの価格が暴落する可能性がある。こうした野菜や果物等の品目ごとへの影響が見込まれていない点では、農水省試算の数字は過小評価の側面もあると言える。重要なことは、表2に含まれていないから影響がないと考えるのは間違いである、ということである。

なお、たとえば、酪農では、19円/kgの加工原料乳価との競争になり、国産生乳の加工原料向けはほぼ消滅し、北海道の生乳が飲用に回り、都府県の酪農はほぼ崩壊するという想定がなされ、かつ、飲用乳も中国からの輸入で業務用中心に2割は置き換わると想定されている。この例からもわかるように、農水省試算については、TPP以外の国からの輸入増加も入っている点では、数字が大きくなっている側面もある。

これに対して、ＴＰＰに参加しなかった場合の輸出産業のＧＤＰ損失額は10.5兆円という経済産業省試算には、日本がTPP不参加に加え、中国、EUともFTAを結ばず、韓国はアメリカ、EU、中国とFTAを結ぶというような想定で比較すべきベース・ケースを日本に不利な形でTPP以外に広げることで影響が過大に試算されている。

[image: image3.emf]表2　関税撤廃による国内農産物生産への影響に関する農水省試算の考え方

生産量減少率 生産減少額

（％） （百億円）

米 90 195

新潟産コシヒカリ、有機米等のこだわり米等を除い

て置き換わる

小麦 99 8

国内産小麦100％をセールスポイントとした小麦粉

用小麦を除いて置き換わる

大麦 79 2

主食用(押麦）及び味噌用（裸麦）は残り、ビール

用、焼酎用、麦茶用等は置き換わる

インゲン 23 0.3

高級和菓子用、煮豆用等を除いて置き換わる

小豆 71 2

高級和菓子用を除いて置き換わる

落花生 40 1

殻付きは残り、むきみは置き換わる

甘味資源作物 100 15

品質格差がなく、すべて置き換わる

でん粉原料作物 100 2

品質格差がなく、すべて置き換わる

コンニャク芋 90 3

生ずりコンニャクは残り、コンニャク精粉から製造さ

れるコンニャクは置き換わる

茶 25 3

1番茶及び2番茶は残り、3番茶、4番茶及び秋冬番

茶は置き換わる

加工用トマト 100 3

ケチャップ等のトマト加工品は品質格差がなく、すべ

て置き換わる

柑橘類 9 1

ストレート果汁は残り、濃縮果汁及び缶詰は置き換

わる

リンゴ 9 1

ストレート果汁は残り、濃縮果汁は置き換わる

パインアップル 80 0.1

缶詰は置き換わり、これに伴い缶詰用と同じ株から

生産される生果用が減少する

牛乳・乳製品 56 45

生クリーム等を除く乳製品が置き換わり、業務用牛

乳等を中心に2割の飲用乳が置き換わる

牛肉 75 45

4等級及び5等級は残り、3等級以下は置き換わる

豚肉 70 46

銘柄豚は残り、その他は置き換わる

鶏肉 20 19

業務・加工用の半分が置き換わる

鶏卵 17.5 15

業務・加工用のうち弁当等用と加工用の半分が置

き換わる

合計 4兆1千億円

資料：農水省資料

注：国産農産物を原料とする一時加工品(小麦粉など）の生産減少。

品目名 試算の考え方


双方ともに、「水増し」要素があるが、差し引きすると、総合的には2～3兆円のプラスという内閣府の数字と概ね合うという結果になっている。内閣府は、GTAPモデルという応用一般均衡モデルを使った試算により、TPP参加の利益と損失とを相殺したGDP増加額は2.4～3.2兆円(増加率で0.48～0.65％)になるとしている。これは、FTAの影響分析ツールとして世界的に多く用いられるGTAPモデルを使っていることから、最も「信頼性」が高いと言われている試算である。ただし、この試算では、競争促進にともなう国内産業の生産性向上（たとえば輸送業のコスト半減など）が仮定されているため、TPP参加の利益が過大に評価されている可能性がある点に留意する必要がある。東京大学修士課程の山本成信君の分析によれば、生産性向上の仮定を置かずにGTAPモデルで再試算を行ったところ、GDP増加率は0.06%にしかならず、0.48～0.65％という内閣府試算値よりもかなり低かった。

さらには、これらの試算には、総合評価に不可欠な「外部効果」が算入されていないのである。内閣府の評価額から外部効果の喪失分（3.7兆円）を差し引いた総合評価では、△0.5～△1.3兆円と、損失のほうが大きくなることに留意すべきである(表3)。農業の持つ多面的機能は、農業でなくても発揮できるという見解もあるが、たとえば、水田の洪水防止機能が崩壊したら、それをダム等で再構築するには数兆円の財源が必要になるということを考えなくてはならない。

国内農業が失われることによる国民への影響度は、農業生産額の変化を見るだけでなく、失われる正の外部効果（多面的機能）も考慮した総合評価によって示す必要がある。たとえば日本の稲作の場合、代表的な多面的機能としては、主食を自給して国民に安定供給を保障することによる国家安全保障の維持に加えて、水田における生物多様性保全機能、洪水防止機能、地下水涵養機能、土壌崩壊防止機能、水質浄化機能、窒素循環機能、農村景観・保健休養の場の提供などがある。また、国内コメ生産が減少して輸入米が増えれば、バーチャル・ウォーター（日本のコメ輸入による海外の水不足深刻化を示す指標）、カーボン・フットプリント（原料調達・生産・流通・消費・再利用までの全行程でのCO2排出量を示す指標）などの環境指標が悪化する。
表3　TPPの影響に関する各種試算の比較
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------
農業及び関連産業のＧＤＰ損失額　 　                 7.9兆円　(農水省)

ＴＰＰに参加しなかった場合の輸出産業のＧＤＰ損失額  10.5兆円　(経済産業省)

ＴＰＰ参加のＧＤＰベースの経済効果　　　　　　　　　2.4～3.2兆円　(内閣府)

(利益と損失を総合したＧＤＰ増加額）
外部効果の喪失分　　　　　　　　　　　　　　　　　　3.7兆円 　(農水省)

総合評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△0.5～△1.3兆円
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------
最近の経済学では、自由貿易などの影響評価は市場取引の金額に表れる狭義の経済的影響だけではなく、外部効果も含めた総合評価を行うべきという考え方が重視されるようになっている。にもかかわらず、WTOやFTAの貿易ルールは、いまだに外部効果を考慮しないオールド・ファッションな評価にもとづいて正当性が主張されていることは問題である。2010年10月に名古屋で開催された生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）では生物多様性に関する経済評価が行われたが、現段階ではその成果を国際的な貿易ルールに反映するという連動がない。
なお、内閣府の試算に用いられているGTAPモデルは、FTAの影響分析に多用されているが、国産品と輸入品との「差別化」が進んでいる状態を仮定しているため、輸入が増えても国内生産があまり減らない(国内生産の打撃が過小に評価される)構造を持つことに留意が必要である。たとえば、東京大学修士課程の山本成信君の試算(図4)では、TPP参加による我が国の国内生産の減少量は、コメ7割弱、小麦5割弱、砂糖・牛肉2割弱、乳製品3%程度で、農水省の、コメ90%、小麦99%、砂糖100%、牛肉75%、乳製品56%という生産減少量とは極端な格差がある。国産品と輸入品との代替の程度を表す係数(アーミントン係数)をGTAPモデルの「既存値」から少しずつ増加させて(代替性を強めて)試算し直してみたが、コメ以外の品目については、農水省試算との差は容易には縮まらないことも判明した。GTAPモデルによる試算を活用するにあたっては、国内生産への影響が過小になる性質を踏まえる必要がある。

図4　TPP参加による日本の主要農産物の生産量変化(%)

－GTAPモデルによる試算の過少性の検証－

[image: image4]
資料：東京大学修士課程山本成信君による試算。
「所得補償があるから大丈夫」ではない
「所得補償があるから関税撤廃しても大丈夫」という議論も間違っている。現状のコメに対する戸別所得補償制度は、1俵（60kg）当たり平均生産コスト（13,700円）を常に補償するものではなく、過去3年平均価格と当該年価格との差額を補てんする変動支払いと、1,700円の固定支払いによる補てんの仕組みであるから、米価下落が続けば補てんされない「隙間」の部分が出てくる。したがって、TPPでコメ関税を10年間で撤廃することになれば、さらなる米価下落によって「隙間」の部分がますます拡大していく。

もし、平均生産コストを全額補償する「岩盤」をコメ農家に手当すると想定すればどうなるか。たとえば、コメ関税の完全撤廃後も現在の国内生産量（約900万トン）を維持することを目標として、1俵当たり14,000円のコメ生産コストと輸入米価格3,000円との差額を補てんする場合の財政負担額を試算してみると、
<コメ関税ゼロの場合>　(14,000円－3,000円)÷60キロ× 900万トン＝1.65兆円
となる。概算でも約1.7兆円にものぼる補てんを毎年コメだけに支払うのは、およそ現実的ではないだろう。牛乳・乳製品や畜産物などコメ以外の農産物に対する補てんも含めると、財政負担は少なくともこの2倍近くになる可能性がある。さらには、1兆円近くに及ぶ関税収入の喪失分も別途手当てしなくてはならないことを勘案すれば、毎年4兆円という多額の財源確保が必要となる。現在の農水省予算の2兆円の2倍にも達する4兆円の新たな財源を確保できるというなら、環境税の導入、消費税の税率の引上げなどによる試算から具体的な財源確保の裏付けを明確にし、国民に約束する必要がある。それはほぼ不可能であろう。

これに対して、この試算に用いた輸入米価格の3,000円が低すぎるとの指摘がある。中国米であっても、平成22年の中国産のSBS(売買同時入札方式)米入札価格は玄米換算で8,550円に達している。約9,000円で概算すると、

＜高い輸入米＋関税ゼロの場合>　（14,000円－9,000円）÷60キロ× 900万トン＝7,500億円
となる。さらに、関税撤廃を10年で行う猶予を適用すれば、その間の構造改革によって、補填基準の生産コストを10,000円まで引き下げられると見込めるならば、財政負担は、

＜構造改革を見込んだ場合>　（10,000円－9,000円）÷60キロ× 900万トン＝1,500億円
となり、十分な許容範囲になるというイメージである。こうした試算が、ゼロ関税でも対応可能だという根拠として出されてくるであろう。

しかし、福岡県稲作協議会による2010年（2010年7月30日～8月4日）の黒竜江省調査によると、輸出会社の手取りの日本向け輸出米価は、3.6～3.8元/kg、つまり、54～57円/kgとなっており、SBSで成立している価格がレント(差益)を中国側がとる形で形成された高値と判断されるため、輸入枠が撤廃されたときに、こうした差益が維持できなくなることを考えると、9,000円の輸入米価を前提にするのは、極めて危険である。

農水省資料による各国の生産者米価は、2008年の玄米換算の生産者受取ベースで、1俵当たり、米国 2,880 円、中国 2,100 円、豪州 2,640 円で、米国についても3,000円弱の現地価格だということを忘れてはならない。さらには、稲作におけるコスト削減がそう簡単ではないことも考慮すると、「ゼロ関税と所得補償で大丈夫」というのは難しい。

ただし、以上の試算では、国内生産量を現状水準で維持することを前提としているが、もし「新基本計画」が掲げている食料自給率50%への引き上げ目標も同時に達成するならば、さらに膨大な財政負担が必要になる。もちろん、778%の関税をまったく下げられないというのも極論であり、現実的な解は、その中間のどこかで、適切な関税と国内の差額補填の組合せで可能になると思われる。

食料は国民の命を守る戦略物資
TPPは、日本にとって最も厳しい条件の日豪FTAと日米FTAとを一気に締結するようなものであり、全世界に対する国境措置撤廃とほぼ同じ影響を受けるとみなせば、日本の食料自給率は13%へと急落する可能性がある。現状の40%という日本の食料自給率は、先進国の中ではすでに最低レベルであるが、これが13%にまで低下することを許すなら、外国から安全な食料を安く大量に買い続けることが可能だという保証が不可欠である。
しかし、2007年から2008年にかけて起こった世界食料危機は、日本が現在の経済力を維持し続けることができたとしても、食料輸入の安定的保証を取り付けることがいかに難しいかを明らかにした。諸外国と広く協定関係を結べば、輸出規制の禁止も含めて優先的な食料供給を確保できるとの見解もあるが、仮に輸出規制の制限などの条項を加えることができたとしても、いざというときに自国民の食料をさておいて海外に供給してくれる国があるとは思えない。不測時においてはどの国も、まず自国民の食料確保や自国の市場安定を図るという、国家として最低限の責務を果たさなければならないからである。
食料は人々の命に直結する最も基本的な必需財であり、国民に安全な食料を安定的に確保することは国家としての責務である。また、食料確保は、軍事、エネルギーと並ぶ国家存立の重要な三本柱の一つであり、食料は「戦略物資」だというのが世界の常識である。しかし、諸外国に比較して、日本ではこのような認識が薄いように思われる。農業政策は単なる農家のための政策ではなく、国民一人一人が自らの食料をどう確保するか、そのための政策だという認識が必要である。現状の安定した国際市場を前提にして突き進むのが、日本のあるべき姿なのかどうかが問われている。これは、農業関係者が決めることでも、経済界が決めることでもなく、消費者を含む国民全体で決定すべき、国家のあり方に対する重大な選択である。
食料危機は米国が創り出した「人災」
今後の世界の食料需給について考える場合、先般の世界食料危機が干ばつなどの不可避な自然現象だけで起こったのではなく、むしろ米国が創り出した「人災」の側面が大きいことに留意が必要である。平常時の穀物価格は、ほとんど需給バランスのみに反応して変動すると考えてよいが、我々の分析によれば、食料危機時に高騰していたトウモロコシ価格のうち、干ばつの影響を含めた需給要因で説明できる部分はわずか半分程度であった。つまり、残りの半分は大量の投機マネー流入や輸出規制などの影響による、平常時の値動きからは予測がつかない異常な価格上昇であったと考えられる。
米国は、いわば、「安く売ってあげるから非効率な農業はやめたほうがよい」といって世界の農産物貿易自由化を押し進めてきたため、基礎食料の生産国が減り、米国をはじめ少数の輸出国に国際市場が独占されつつある。少数の売り手に依存する市場構造では、小さな需給変動に反応して価格が急上昇しやすく、逆に低価格化が起こりにくくなる。また、高値期待から投機マネーが入りやすく、不安心理から輸出規制という食料の囲い込みも起きやすくなり、価格高騰がますます増幅される。たとえばコメは、先般の食料危機時にも世界全体の在庫水準は前年より改善していたにもかかわらず、他の穀物が高騰している中でコメに需要が流れるという不安心理が増幅され、コメ輸出規制へと連鎖した。

バイオ燃料振興策によって需給逼迫の一因を創り出したのも米国である。米国は、農家への差額補填（生産コストと販売価格との差）で安い食料輸出を実現しているため、財政負担が苦しくなると、バイオ燃料の推進を理由にして市場価格をつり上げたことが指摘されている。米国の都合に振り回された典型例がメキシコである。メキシコでは、NAFTAで主食のトウモロコシ生産農家が潰れ、米国から安く買えばいいと思っていたら、こんどは価格暴騰で輸入も困難な事態に追い込まれてしまった。
日本も米国の食料戦略の｢標的｣

ウイスコンシン大学のある教授は「食料は軍事的武器と同じ武器であり、直接食べる食料だけでなく、畜産物のエサが重要である。まず、日本に対して、日本で畜産が行われているように見えても、エサをすべて米国から供給すれば、完全にコントロールできる。これを世界に広げていくのが米国の食料戦略だ。そのために農家の子弟には頑張ってほしい」と授業で教えていたと言われる。原文では、「君たちは米国の威信を担っている。米国の農産物は政治上の武器だ。だから安くて品質のよいものをたくさんつくりなさい。それが世界をコントロールする道具になる。たとえば東の海の上に浮かんだ小さな国はよく動く。でも、勝手に動かれては不都合だから、その行き先をフィード（feed）で引っ張れ」と紹介されている（大江正章『農業という仕事』岩波ジュニア新書、2001年）。そのおかげで日本の畜産が発展できた面もあるので一概に否定はできないが、これが米国の戦略である。食料は戦略物資であり、世界戦略、国家戦略として、食料政策が位置づけられていることを日本も学ぶ必要がある。
ブッシュ前大統領の日本を皮肉るかのような演説も象徴的である。「食料自給は国家安全保障の問題であり、それが常に保証されている米国は有り難い」（It's a national security interest to be self-sufficient in food. It's a luxury that you've always taken for granted here in this country.）、「食料自給できない国を想像できるか、それは国際的圧力と危険にさらされている国だ」（Can you imagine a country that was unable to grow enough food to feed the people? It would be a nation that would be subject to international pressure. It would be a nation at risk.）といった具合である。我々は米国の食料戦略をもっとよく知る必要がある。
農産物輸出国の手厚い農業保護
世界の食料輸出国がなぜ輸出国になりえているのかをよく見極める必要がある。たとえば、米国のコメ生産費はタイやベトナムよりもかなり高く、実際の競争力からすれば米国はコメの輸入国になるはずなのに、米国はコメ生産の半分以上を輸出している。なぜこのようなことが可能なのか。
それは、米国では、輸出可能な価格水準であってもコメの再生産が可能となるよう、最低価格保証、直接固定支払い、価格変動対応支払いの3段階の手段で政府支援が行われているからである。いくら安く売っても増産していけるだけの所得補填があるし、いくら増産しても安く輸出できる「はけ口」が確保されているので在庫が累積し続けることもない。まさに「攻撃的な保護」で、この仕組みはコメだけでなく、小麦、トウモロコシ、大豆、綿花などにも使われ、これが米国の食料戦略を支えている。
しかも、この米国の穀物などへの不足払い制度は、輸出向けについては明らかに実質的な輸出補助金と考えられるが、WTOの規則上は、「お咎めなし」なのである。世界の農産物輸出は「隠れた」輸出補助金に満ち満ちており、2013年までにすべての輸出補助金を廃止することがWTOで決定されたが、全廃される予定の輸出補助金は、実は「氷山の一角」である。
WTOルールは輸出国側に有利に作られている。輸入国に対して関税削減を強要しながら、輸出国側は多額の輸出補助金で安価に輸出を行っているのである。しかも、米国を始めとする多くの輸出国は、自国の利益に反するWTOルールは守るべきものとは考えていないようで、日本などは思いつかないような「反則」をして正当化する。
ＴＰＰ等のＦＴＡでは、関税はゼロなのに、輸出補助金は実質野放しとなるため、輸出国と輸入国との不公平の度合いは、ＷＴＯ以上に高まることに留意しなくてはならない。

一方、日本はWTOルールを金科玉条のように守り、課された農業保護削減義務を世界で最もまじめに実行してきた「優等生」である。政府の価格支持政策をほとんど廃止したのは日本だけであり、農産物関税も平均で11.7%と低く、農業所得に占める財政負担の割合も15.6%で、欧州諸国が軒並み90%を超えているのに対してはるかに低い。それにもかかわらず、消費者の国産への評価による内外価格差(国産プレミアム)が「非関税障壁」と見なされるような誤りもあって、いまだに日本は最も過保護な農業保護国、しかも、価格支持政策に依存した遅れた農業保護国だと内外で批判され、国内世論の支持が得られないため、農業関連予算も減額され続けているのが現状である。
つまり、米国をはじめとする欧米先進諸国の食料自給率・輸出力の高さは、手厚い政府支援の証である。逆に、わが国の食料自給率が低いのは、過保護だからではなく、農業保護水準が低いからである。食料というのは、国家戦略によって増産し、自給率100%は当然で、いかにそれ以上に生産して、世界に貢献、あるいは世界をコントロールしていこうか、という戦略物資なのである。
まずASEANプラス3からアジア圏拡大へ
TPP参加問題は、以上のような実現可能性の問題に加えて、拡大する欧州圏、米州圏に対して、日本を含めたアジア諸国がどう対処していくのかという戦略の問題でもある。TPPをFTAAP実現への一里塚と位置づけて重視する見方もあるが、そうではなくて、むしろアジア圏形成に対する米国の攪乱戦略の一つとして考える必要があるだろう。すでに、TPPに対して、韓国、中国は距離を置き、ASEAN諸国も対応が分かれている。米国は、自身はNAFTA（北米自由貿易協定）などで米州圏の足場をすでに固めてから、急成長するアジアに進出し、アジアの国々だけで連携関係を強化しようとする動きに対しては強く反対するという身勝手な行動を続けている。APEC21カ国でのFTAAPという米国提案は、その実現を米国が真剣に考えているわけではなく、参加国を広げるほど具体的議論が進まないので、東アジア共同体の具体的議論を遅らせるのが目的だと認識した方が自然かもしれない。
しかも、米国はすでに、既存のFTAでの合意はTPPでも活かすという自国に都合のいい新ルールを提案しているようである。したがって、日本も重要品目の例外化を確保するために、まず早急に日豪FTAや日米FTAなどを例外を確保する形で締結し、既成事実をつくれば何とかなるとの見解もあるが、本当にそうであろうか。米国が日本に対しては例外を認めるとは思われない。また、既存の合意を活かした上でのTPPというものが可能だとして、それに一体どういう実体があるのだろうか。日本が浮き足立ち、交渉を拙速に進めようとしては、アジアは欧米の「草刈り場」になりかねない。日本とアジアの将来を見据えた冷静な判断が求められる。
欧州圏や米州圏の拡大・深化に対する政治経済的カウンタベイリング・パワー（拮抗力）として、また、日本が国際社会におけるプレゼンスを今後とも高めていくためにも、まず近隣諸国との共存共栄関係を築くことが重要である（図2参照）。つまり、日本の経済連携戦略は、基本的にはアジア圏の強化を優先課題として進めるべきである。もちろんこれは、米国やEU、カナダ、オーストラリアなどとの経済連携や友好関係を軽視してよいという意味ではない。対等な立場で、本当の意味での友好関係を築くためにも、その前提としてのアジアのまとまりがまず重要なのである。

具体的には、EUの歴史的展開に学び、アジア圏形成に向けた第一段階における参加国の範囲は、ASEANに日韓中を加えたASEANプラス3を軸にすることが自然であろう。韓米FTAが合意されたからといって日本も米国とのFTA交渉に飛び込むのではなく、長期的・持続的な繁栄の観点から戦略を立て直す必要がある。
特に最近の日本企業は、ある産業分野の製品製造を丸ごとどこかに移すというのではなく、完成品になるまでの製造工程をいくつもの生産ブロックに分解し、高度技術者の必要な部分、安価な単純労働にまかせた方が効率的な部分、というように、各工程を最も適した環境のアジア各国に割り振って分散的に生産している（慶応大学の木村福成教授がフラグメンテーションとして紹介している。）。この場合、アジアに広く分散立地した工程を結びつけるサービス・リンク・コスト（輸送費、通信費、他の様々な取引費用、制度的制約など）を節減することが重要であり、そのためには個別の二国間のFTAでは不十分で、東アジア全体が共通市場化することが極めて有効である。これはアジアの先頭を走ってきた先進国である日本が、自らの国益だけでなく、アジア諸国の長期的・持続的繁栄への方向性を提示することにもつながる。
こうしてみると、無理に全面開放のTPPに乗る意味はどこにあるのか。日本が乗り遅れるという問題ではなく、輸出産業(の経営陣)が乗り遅れるという問題だが、輸出産業にとっても、なぜTPPでなくてはならないのか。今後伸びるのはアジアである。輸出産業の長期的、持続的な発展にとっても、日本とアジアと、ひいては世界全体の均衡ある発展のためにも、まず、アジア諸国がお互いに配慮し合った柔軟なFTA締結によってアジア圏を構築する形で、成長のエネルギーを共有する足場を固めることが重要ではなかろうか。アメリカはこれを阻止し、アメリカがアジアの成長から利益を得たいからTPPを持ち出したわけで、TPPに乗るのはアメリカの思惑に乗ることで日本の長期的利益には合わない。米国は日本にとってのTPPの必要性として、「中国包囲網」を指摘するが、最も成長するのは中国である。アジアの隣国の中国が、否が応でも存在感を高めることが間違いない中で、日本は対抗するだけでは立ちゆかなくなる。中国がASEAN+3というから、対抗してASEAN+6だというような次元の低い主導権争いに腐心している場合ではなく、日中両国は、困難を克服して、ともにアジアの将来のために協力する覚悟が不可欠であろう。
TPPに代替する選択肢としての東アジアにおける広域経済連携の推進が具体化できずにいることがTPPへの傾斜を強める一因にもなっている。東アジアの広域連携強化を入り口論から具体論に展開する時期に来ている。EU統合の原動力がCAP(共通農業政策)であったように、賃金格差に基づく大きな生産費格差という異質性を克服して、東アジア各国の農業が共存できるようなFTA利益の再分配政策としての「東アジアCAP」を仕組めるかどうかが、東アジアがまとまるための大きな鍵を握っている。その具体像として、日韓中3国のコメに限定した試算ではあるが、我々は、3国のGDP比に応じた共通の補填財源を形成し、日本は生産調整を解除して補填基準米価を1俵12,000円程度に設定し、日本の負担額が4,000億円に収まるには、日本のコメ関税率をギリギリ186%程度まで引き下げられることを示した。このとき、コメ自給率は大幅に低下することなく、環境負荷も大きく増大することなく、韓国・中国の負担額も大きくはなく、中国は輸出増による利益を得られる。かりに、関税をゼロに設定すると、日本と韓国への必要補填額はそれぞれ1.3兆円、6,600億円、日韓中の負担額はそれぞれ1.4兆円、4,200億円、1,600億円となり、各国、とりわけ日本の負担額が大きすぎて現実的ではない。このように、関税水準と必要となる直接支払額の大きさはセットである。このようなシステマティックなモデル試算により、設定を変更しつつ、様々なケースを議論していくことは、東アジア共通農業政策の具体像を詰め、東アジアにおける広域経済連携の議論を具体化する足がかりになると期待される。
また、これまでのアジアを中心としたFTAの積み重ねの障害となってきたのは、実は農業以外の分野の問題が大きかったことも考えると、農業悪玉論ではなく、本当に障害になっている分野をどのように打開して、いかにアジアを中心とした経済圏の構築を加速するかが問われているといえよう。

[image: image5.emf]　図１　欧州・米州経済圏の拡大とアジア地域経済連携の必要性
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本当に「強い農業」と食の未来に向けて
農業の体質強化の必要性を議論せずに農業サイドがTPPへの反対表明を行うことを問題視する声もある。確かに、TPPのようなゼロ関税を前提とした議論は論外としても、就業人口の減少と高齢化の加速で、日本の食料生産基盤は弱体化してきていることは重く受け止め、日本農業が国民への基礎食料供給と国土・地域保全という社会的使命を今後とも果たせるように、本当の意味での「強い農業」を目指さなければならない。TPPでは無理だというなら、その対案が求められている。ただし、それは単純に規模拡大してコストダウンすることで果たせることではない。その努力も必要だが、それだけでオーストラリアなどの新大陸型農業国と同じ土俵で戦っても、とうてい競争にならない。
「少々高くてもモノが違うから、あなたのものしか食べたくない」という消費者を、地元の地域や日本はもちろん、日本の食料品を高く評価してくれるアジアや世界につくることである。何が「本物」かについては、環境にも、動物にも、生き物にも優しい生産過程で作られたものが、人に優しい「本物」になる、という理解が重要である。スイスの農業は、ナチュラル、オーガニック、アニマル・ウェルフェア（動物福祉）、バイオダイバーシティ（生物多様性）、景観などへの取組みをより徹底すれば、価格は割高でも消費者は納得して買ってくれる、その点で、他の国々の取組みの常に上を行くという自信を持っている。
イタリアのスローフードもアメリカのCSA(地域支援型農業)も「消費点」からの運動である。消費者が動けば、ホンモノにホンモノの値段を維持し、生産者も消費者も持続できる「強い農業」と食の未来が確保できる。「安さだけを追求することは命を削り次世代に負担を強いる覚悟がいる」ことを情報共有すべきである。(牛成長ホルモン、ペニシリン牛乳、残留農薬、硝酸態窒素・・・)。

日本のコメ政策についても、水田の4割も抑制するために農業予算を投入するのではなく、生産力をフルに活かし、「いいものを少しでも安く」売ることで販路を拡大していくという戦略に重心をかえることが必要である。それには、関税撤廃ではなく、適切な関税と国内の差額補填の組合せが重要である。さらに、輸出や食料援助も見据えて日本のコメで世界に貢献していくという戦略も重要である。そのために必要な予算は、日本と世界の安全保障につながる防衛予算でもあり、海外援助予算でもあり、狭い農水予算の枠を超えた国家戦略予算をつけられるような予算査定システムの抜本的改革が必要である。米国の食料戦略を支える仕組みは、この考え方に基づいている。水田フル活用の流れとコメのモデル事業が描こうとしている将来の方向性も、生産調整から販売・出口調整への転換、そのために、米粉、飼料米等に主食同等以上の所得を確保し、世界貢献の備蓄も確保し、将来的には主食の割当ても必要なくなるような補填による誘導を実現し、全国的な「適地適作」を進めることである。
また、国家予算の制約の中で効果を最大化するためには、一番必要な人にお金が届くことが重要であるから、地域の中心的な「担い手」に対する重点的な支援強化が必要であろう。今後農業をリタイアされる方も増える一方、農業に関心を持ち、就農意欲のある若者や他産業からの参入も増加傾向にあるが、経営安定には時間がかかり、参入企業も赤字経営の方が多いのが実態である。様々な新規参入者に対して10年間くらいの長期的な損失補てんを行うなど、より集中的な経営安定対策を仕組むことも必要である。また、集落営農などで、地域の協力の下で中心的に働いてくれるオペレーターを確保して取り組んでいる場合、他産業並みの給与水準が実現できないためにオペレーターの定着に苦労しているケースが多いため、状況に応じてオペレーターの給与に対して財政支援を行うことも効果的ではないかと思われる。その一方、農業が存在することによって生み出される多面的価値に対しての農家全体への支払いは社会政策として強化する必要があり、担い手などを重点的に支援する産業政策とのメリハリを強める必要がある。
ここに集まりの一人一人が、各々の地域の10年後の姿を描いて、それを自身が支える覚悟と、次の世代も育てる覚悟を新たにし、そのために必要な効果的なサポートも提案いただきたい。

そして、いま忘れてならないことは、冷静に国民的な議論をすれば、拙速な対応は回避されるはずであり、ここで、現場がやる気をなくすようなことがあってはならないということである。落ち着いて、前向きに事態の正常化に努め、農業発展のための建設的な議論のきっかけにすることが重要である。TPP問題を契機に真の「強い農業」を実現するための政策体系を再構築することは重要だが、しかし、TPP問題を農業問題に矮小化し、農業改革を行えばTPPに参加できるかのような議論の展開は「問題のすり替え」である。ゼロ関税では意欲ある農家も潰れてしまうのであり、そもそもの前提に無理があることを認識する必要がある。
おわりに
工業品も食料品も関税は低く、食料の海外依存度が60%にも達するほどに世界で最も「開国」された我が国において、さらに「開国」を徹底するというTPPは国家存立の「最後の砦」を自ら明け渡すようなものである。TPPと「強い農業」は両立しない。地域社会が崩壊し、国土が荒れ果てる中、安全な食料を安く大量に買い続けられると信じて突き進むのが、日本の将来のあるべき姿なのか。輸入牛肉の月齢制限、遺伝子組み換え食品の表示義務の撤廃をはじめとする食品安全基準の緩和、公的医療保険の崩壊、外国人雇用の増大など国民生活の根幹に関わる問題を国民に説明せずに、「農業の体質強化策を準備すればTPPに参加できる」かのような問題の矮小化は許されない。日本の産業構造、雇用、国民生活に激変をもたらすかもしれないTPP問題の本質を開示し、ゼロか100かの極論でなく、現実的で適切な選択肢はその中間にあることを冷静に見極め、長期的な国家戦略を議論すべきである。

補足資料

1. 農業所得への支援が少ない日本
	表1　農業所得に占める直接支払いの割合(%)

	国名
	割合
	
	

	日本
	15.6
	
	

	米国
	26.4
	
	

	　　小麦
	62.4
	
	

	　　トウモロコシ
	44.1
	
	

	　　大豆
	47.9
	
	

	　　コメ
	58.2
	
	

	フランス
	90.2
	
	

	イギリス
	95.2
	
	

	スイス
	94.5
	
	

	資料: エコノミスト2008年7月22日号等。


2. 政府が価格を支えているか? 
図1　主要国の農産物平均関税率－我が国の農産物関税が高いというのは誤り
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出所: OECD「Post-Uruguay Round Tariff Regimes」(1999) 
　政府が農産物価格を支える制度を廃止したのは日本だけ

→欧米は「価格支持→直接支払い」でなく、「価格支持＋直接支払い」
国民の体のエネルギーの6割を海外に依存する世界一の食料市場開放国の関税が高いわけがない。野菜の多くの3%等、9割の品目は極めて低関税。残り1割のわずかな高関税品目(コメや乳製品等)は国民にとっての一番の基幹食料
　　　　 表1　日米欧の国内保護比較－我が国農業の国内保護額が大きいというのは誤り
	
	削減対象の国内保護総額
	農業生産額に対する割合

	日本
	6,418億円
	7%

	米国
	1　　　　17,516億円
	7%

	EU
	40,428億円
	12%


　　　 　資料: 農林水産省ホームページ。
　　米国の1.8兆円は虚偽申告。実は3兆円以上ある。
3. 「日本の農産物は高い」の間違い
内外価格差に基づき5兆円の保護があり、農業保護の9割以上が価格支持という誤った指標

「品質差を考慮すれば、我が国の食料は高くない」ことは、日本の人々もうっかり勘違いしている。→「国産プレミアム」(消費者の要請に応えた生産者の努力の結果)が「非関税障壁」として保護額に算入されてしまっている。
4. アメリカの戦略に学ぶ
すばらしい「垂れ流し」型の世界食料戦略
コストの高い米国がコメの輸出国になれるのは、安い価格で売って、増産していけるだけの所得補填を３段階の手段で行っていることによる。作って作って売って売ってというスタイルができており、これはコメだけでなく、小麦、とうもろこし、大豆、綿花等にも導入。日本が価格維持のため生産を抑制していった姿とは対照的。

図1  米国の穀物等の実質的輸出補助金(日本のコメ価格で例示)
――――――――――――――――　目標価格  1.8万円/60kg

　　　　　　　　↑

　　　　　　不足払い　　　4,000円　(countercyclical支払い)

　　　　　　　　↓

――――――――――――――――　

　　　　　　　　↑

　　　　　　固定支払い　　2,000円

　　　　　　　　↓

――――――――――――――――　融資単価(ローン・レート) 1.2万円

　　　　　　　　↑

　　返済免除　または　融資不足払い　　8,000円 (マーケティング・ローン)

　　　　　　　　↓

――――――――――――――――　国際価格 4,000円 で輸出または国内販売

資料: 鈴木宣弘・高武孝充作成。

実質的な輸出補助金額は、米国では、多い年では、コメ、トウモロコシ麦の3品目だけの合計で約4,000億円。さらに、これも十分な規律がない輸出信用(焦げ付くのが明らかな相手国に米国政府が保証人になって食料を信用売りし、結局、焦げ付いて米国政府が輸出代金を負担する仕組み)でも4,000億円。食料援助(全額補助の究極の輸出補助金)で1,200億円。足しただけでも、約1兆円の実質的輸出補助金。
5. 日本がオーストラリアに輸出補助金を払っている? 
輸出補助金については、WTOにおいて2013年までにすべての輸出補助金を廃止するとされているが、本当ではない。米国は国内、輸出問わず補助を行っており、輸出に特化していないため、輸出補助金に該当しないとの解釈を取っている。また、オーストラリアは小麦について、日本に高く販売し、韓国に安価に輸出し、日本で高く売った分のマージンを、韓国に輸出したオーストラリアの生産者に支払っており、ダンピングに当たるとしてジュネーブで指摘したが、オーストラリアはデータの提出を拒否して抵抗。
6. [image: image8.emf]価格

　

　 　 販売量

国内 輸出

（外国1） （外国2）

A

       

= 撤廃対象の｢通常の｣輸出補助金（政府=納税者負担)

A+B

  = 米国の穀物、大豆、綿花（全販売への直接支払い)

B+C 

 = EUの砂糖（国内販売のみへの直接支払い）

C

       = カナダの乳製品、豪州の小麦、NZの乳製品等

    　（国内販売または一部輸出の価格つり上げ、消費者負担）

いずれも輸出補助金相当額(ESE) = 5,000。

図2　様々な輸出補助金の形態と輸出補助金相当額(ESE)

資料：鈴木宣弘作成。
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通説は逆か?
換言すれば、我が国の自給率の低さは過保護のせいではなく、保護水準の低さの証、欧米諸国の自給率・輸出力の高さは、競争力の結果ではなく、手厚い戦略的支援の証
食料というのは、国家戦略によって増産し、自給率100%は当然で、いかにそれ以上に生産して、世界に貢献、あるいは世界をコントロールしていこうか、という戦略物資
<ブッシュ前大統領の日本を皮肉るかの演説>

「食料自給は国家安全保障の問題であり、それが常に保証されているアメリカは有り難い」
「食料自給できない国を想像できるか、それは国際的圧力と危険にさらされている国だ」
7. 食料自給率は上げられるか
　H22に2,000億円のコメ所得補償予算を増額、本格実施でさらに2,000億円の増額で総額1兆円で50%達成を想定するが、農水予算の総額は毎年減額では、一方で、機械が買いにくい、施設が造れない、暗渠排水ができない等、現場のコストはむしろ増えて、差し引きマイナスでは??

→これで、麦大豆2倍、米粉500倍、飼料米80倍になるか?

食料自給率50%が達成された場合の財政負担試算（自給率向上への寄与度の高い土地利用型作物で試算）
	 作目
	生産量
（万トン）
	面積
（万ﾍｸﾀｰﾙ）
	所要額
（億円）
	(参考）
平成２２年度概算決定額等

	主食用米・加工用米
	８５５
	１５８
	３，６５０程度
	１．水田利活用自給力向上事業　　　　　　　　　　２，１６７億円

２．米戸別所得補償モデル事業

３，３７１億円

３．水田・畑作経営所得安定対策

２，３３０億円

４．さとうきび等経営安定対策（注３）
３１２億円

	新規需要米
（米粉用米0.1、飼料用米0.9）
	１２０[50+70]
	１６
	１，３００程度
	

	小麦(88)
	１８０
	４０
	２，１００程度
	

	大豆(26)
	６０
	３０
	１，６００程度
	

	その他
	－
	－
	１，７００程度
	

	合計
	－
	－
	約１兆円程度
	約８千億円


（注）１　所要額は、戸別所得補償モデル対策、経営所得安定対策の現行対策の内容を前提に試算しており、今後本格実施に向け検討を行う戸別所得補償の内容等によって額が変動するものである。また、戸別所得補償制度の対象品目を予断するものではない。

２　その他は、大麦・はだか麦、甘味資源作物・でん粉原料作物、そば、なたね、飼料作物である。

３　２２年産のさとうきび及びでん粉原料用かんしょに係る生産者交付金の所要見込み額である。

４　()内は現状の数量(万トン)

すでに何年も前から指摘してきた　日本の自給率は40→50%でなく40→30→12%か? 
日豪のFTAの成立だけでも40%の自給率が30%まで下がる。日米、日EU、が続くとなると、WTOベースで自由化したのと変わらなくなり、自給率は12%に向けて下がるとの農水試算。早く国民的議論を喚起しないと間に合わなくなる。関税を撤廃しても所得補償でカバーできるか→米だけでも約1.7兆円程度の直接支払いが毎年必要→不可能→このような試算をもとに、現実的な選択肢を検討していく必要、と言っているうちに、いきなり日豪、日米をまとめて一気に徹底した自由化のTPPが出てきて、いよいよ正念場。生産者は消費者を救うか、見捨てるか、消費者は自らの食料確保どうするか。
8. 日本のお米で世界の貧困緩和にも貢献
　日本からフィリピンにコメを30万トン送ると表明しただけで、コメの国際相場を急速に冷やすことができたが、我が国が世界の食料危機に備えて、10億人を超えようとしている栄養不足人口の縮減に貢献するには、最も潜在生産力の高いコメを増産し、備蓄し、機動的に運用していくことが必要であり、水田の4割ものコメ生産を抑制するのは不合理
→「水田フル活用」(生産調整から販売・出口調整へ)
そんな予算があるわけがないと一笑に付す人々が多いのは理解できない。日本と世界の安全保障につながる防衛予算であり、海外援助予算であると位置づければ、たとえば、有効とは言えない多額のODA(政府開発援助)予算のごく一部を回すだけで可能→思い切った予算の再編や拡充ができない現行の財務省による査定システムを見直し、国家戦略、世界貢献として、省庁の枠を超えた一段高いレベルでの国家全体での予算配分を行うべき
国家戦略なき予算査定システムを打破するために、自公政権下では、省庁の制約を超えた「6大臣会合」が組織されたが、政権が交代し、期待は国家戦略局(室)に移った。しかし、これは機能していない。→財務省権限はむしろ強化されてしまった

9. 強い農業とは
国の予算が足りなくとも、安い輸入品が入ってこようとも負けない、本当の意味での「強い農業」というのは、規模拡大してコストダウンをすることだけなのか。
同じ土俵では戦えない

10. 割高でもモノが違うことを理解してもらえるか
「高くても物が違うから、あなたの生産したものが食べたい」
11. スイスはさすが
ナチュラル、オーガニック、アニマル・ウェルフェア(動物福祉)、バイオダイバーシティ(生物多様性)、景観等への取組みをより徹底すれば、価格は割高でも消費者は納得して買ってくれる。→「これを買うことで農家の皆さんの生活が支えられ、それによって自分たちの生活が支えられているのだから当たり前でしょ」(80円の卵を買う女の子の答え)

1991年からケージ飼いが禁止され鶏は野原で伸び伸び育てられるのが当たり前で、その卵が本物で、それは高いけれども、それが当たり前なのだから、それを支えようという姿勢が定着

しっかりと農の価値を伝える努力をした結果→スイスでは、生協Migro(食品流通の70%を握る)と農協等が連携して、基準を設定・認証して、環境、景観、動物福祉、生物多様性に配慮して生産された「物語」「誠意」と、できた農産物の価値を製品に語らせて販売拡大を進めた結果、それがスイス全体に普及。そこで、それを政府が公的な基準値に採用することになり、一方、Migroは、それでは差別化ができなくなるため、さらに進んだ取組みや基準を開発して独自の認証を行うというサイクルで、農産物価値のアップグレードと消費者の国産農産物への信頼強化に好循環が生まれた。こうした農家、農協、生協、消費者等との連携強化は、我が国でも期待したい。→Migroにはスーパーの安売りを是正し適正価格を形成する力あり。それができなくては本来の生協の役割を果たしてない。連携強化で「ホンモノにホンモノの値段を」
20. 常識を覆す日本型技術への挑戦

　日本の産業の競争力は高い技術力によって支えられていることを農業においても忘れてはならない。土地が狭いのだから仕方ないと諦めるのでなく、それを克服できる日本型技術の追求にかける姿勢も失ってはならない。

耕種作物においては、所得は、　I 　＝　  P ×  Y × H　  －　C

所得　＝　価格×単収×面積　－　費用

であるから、基本的には、土地面積に限界があっても、単収を大幅に向上させることができれば、所得を大きく増加させることができる。

一つの実例。栃木県の高橋文江さんの15aのニラ栽培で、新たな農法を取り入れた結果、導入前と導入後の所得は飛躍的に増大(『現代農業』2008年7月号と加地良一氏、手塚博志氏のデータによる)。

(導入前)　190万円　＝　300円×6トン×1.5 －　80万円　　 (コスト　89円/kg))

(導入後)　1067万円 ＝　400円×18.7トン×1.5 －55万円  　 (コスト　20円/kg))
高橋さんは、慣行栽培でも、県平均の3～4トン/10aを上回る6トンの収量を実現していたが、新農法の導入後は、最高で18.7トンという驚異的な単収に到達。

しかも、化学肥料と農薬代が大幅に減ったため、新農法の資材費が増えても、総費用は減少(ただし、肥料・農薬代と新農法の資材費のみを算入した費用。労働力は本人と1人のパートさんを雇用しているので、増収により労働時間は増え、パートさんへの賃金支払額も増えていると考えられるが、ここでは算入していない。ハウスの減価償却費等も算入していない。)

さらには、秀品率が増え、窒素含有率の減少等による甘みと日持ちの向上によって、販売単価も向上した。これらの結果、15aのニラ栽培による所得が、200万円弱から1,000万円強にまで驚異的な増加をみたのである。ニラ1kg当たりの生産コストは89円から20円まで低下し、国際競争にも負けない水準に到達。

まさに、環境にも人にも優しく、しかも単収の増加、単価の上昇、費用の節減により「儲かる農業」を同時に実現。もちろん、すべての方が、これだけの成果に到達できるわけではないであろうが、こうした実例があるということは、日本農業の限界を打破する大きな可能性であり、こうした取組みに果敢に挑戦する経営に期待。
12. 自発的な地域プロジェクトへの期待
地域が成立する一番の基盤に農業がある。地域の観光産業や、企業や、商店街等も含めて、地域全体を巻き込んだ自発的な地域経済活性化プロジェクトの中に食料生産を位置づける。

「身近に農があることは、どんな保険にも勝る安心」(結城登美雄氏)、地域の農地が荒れ、美しい農村景観が失われれば、観光産業も成り立たなくなるし、商店街も寂れ、地域全体が衰退していく。これを食い止めるため、地域の旅館等が中心になり、農家の手取りが、コメ一俵18,000円確保できるように購入し、おにぎりをつくったり、加工したり、工夫して販路を開拓している地域。

地域の消費者、商店街、観光産業、企業等、様々な関係者が「農が身近くにあることの価値」を共有し、農家という大事な隣人が失われ、地域が停滞する前に、少々割高でも地元の農産物を買い支え、加工し、販売していくような地域プロジェクトが全国に芽生えつつある。こうした動きが広がることこそが海外に負けずに国産農産物が売れ、条件の不利な日本で農業が産業として成立するための基礎条件であり、こうした流れを地域に創り出すトータル・コーディネーターとしての大きな役割も皆さんに求められている。→国の財政が厳しくとも、安いモノが入ってこようが、地域の食の未来は地域に住む皆の力で創り出せる。もちろん、狭い地域内でなく、首都圏消費者と全国の産地との絆強化といった広域連携も重要
13. 行動への誘因となる仕組みづくり
「高くても国産農産物を買う」と答える消費者が90%にも達するのに、自給率はなぜ40%なのか。→多くの消費者は「嘘つき」?

「この国産の豚肉を買うと200gのCO2が削減できる」と表示されていても、隣に安い物があれば、そちらに手が出てしまう人が多い。→CO2量1ポイント＝50円程度の率で還元

14. 食料生産が削減するCO2をビジネスに
　農業でCO2を削減するのは電力会社等の企業が追加的なCO2削減を行うコストよりも遙かに割安なので、たとえば、米国では不耕起栽培への転換によるCO2削減量(1エーカー当たり0.6トン)がシカゴの取引所で販売できる。日本でも施設園芸において、ボイラーからヒートポンプへの切り替えによるCO2削減が取引されているが、設備導入への補助金支給部分については取引対象から外されている。米国では、環境保全型農業への補助金＋取引収入でダブルの収入
　食料自給率50％実現のため生じるコストを収入でカバーできない場合に、農が生みだす様々な社会的価値を勘案すると、社会的には効果がコストを上回る。生産者の努力、消費者の「買い支え」、排出権取引等の活用による収入、政府の補助等により、「国民全体で食料・農業・農村を支える社会」を実現する必要。
15. 価格に反映されていない価値への直接支払いは合意されるか
スイスの卵の例のように、あれだけ高く買われていても、スイスでは生産費用も高いので、高くても買おうというときの理由と同様の根拠(環境、動物福祉、生物多様性、景観等)に基づいて、スイスの農家の農業所得の95%が政府からの直接支払いで形成されることに合意。
イタリアの稲作地帯では、水田にオタマジャクシが棲めるという生物多様性、ダムとしての洪水防止機能、水を濾過してくれる機能、こういう機能がコメの値段に十分反映できてないなら、みんなでしっかりとお金を集めて払わないといけないとの感覚→直接支払い。根拠をしっかりと積み上げ、予算化し、国民の理解を得ている。環境支払い(豚の食事場所と寝床を区分し、外にも自由に出て行けるように飼うと)230万円、生物多様性維持への特別支払い(草刈りをし、木を切り、雑木林化を防ぐことでより多くの生物種を維持する作業)17 0万円など

→日本の漠然とした「多面的機能論」は「保護の言い訳」としか映らなかった
コメ貿易の完全な自由化が日本に1兆円の利益を生み出すから日本に稲作はいらないというのが狭い経済の論理だが、一方でそれによって失われる様々な外部効果を考慮していない。ナショナル・セキュリティの喪失に加え、たとえばオタマジャクシは400億匹いなくなり、バーチャル・ウォーター(日本で22倍の水が節約されるが世界の水枯渇は深刻化)、フードマイレージ(CO2排出が10倍に)、窒素過剰(過剰率が1.9倍から2.7倍へ)などの問題が生じる。
カナダ政府が20年も前から主張している理屈→直接支払いというのは、生産者のための補助金ではなく、消費者のための補助金である。農産物が製造業のようにコスト見合いで価格を決めると、食物が高くて買えない人が出るのは避けなければならず、それなりに安く提供するために補助金が必要。これは戸別所得補償に通じる考え。

16. 現場の声に応え、消費者、国民が納得できる政策に

政策を創るのは農村現場であり、消費者、国民であるという視点

食料生産はまさに国土環境を健全に保ち、国民の心身を守り育む、そして世界の貧困問題の軽減にも貢献するという大きな社会的使命を担っているが、これを国民1人1人が自らの問題として理解できれば、食料政策の予算は、防衛予算であり、ODA(援助)予算であり、環境政策予算であり、教育予算であり、社会保障予算を節減できる雇用対策でもあるから、農水省の枠を超えた国家予算全体の中で、国家戦略として確保すべき → ただ切りやすいところから切る国家戦略なき予算査定システムからの脱却なくして日本の食の未来はない。
所得の岩盤の必要性は、他ならぬ、農の現場の切実な声であったが、一方で、「岩盤は生産物の安売りを誘発し、その補てんのためにさらなる財政支出が常態化する」という懸念から、その導入に反対する声も根強くあった。しかし、困難は多々あったが、それらを乗り越えて、この度、岩盤は実現に至った。ところが、2010年度、すでにコメの買い控え等を発端に米価下落が止まらず、固定支払い1,700円と変動支払い1,700円を足した1俵3,400円で何とか所得を支えた。「当然織り込み済みになる」という見方もできるが、これでは、農家にとって所得は増えず、これ以上の米価の大幅下落が生じたら、財政も持たず、いきなり制度破綻の危機に直面する。生産サイドも流通サイドも、目先の短期的利益にとらわれて、持続的な産業発展の支えを失わないようにしたい。

「農が身近くにあることの価値」を共有し、農家という大事な隣人が失われ、地域が停滞する前に、少々割高でも地元の農産物を買い支え、加工し、販売していくような地域プロジェクトが全国に芽生えつつある。こうした動きが広がることこそが海外に負けずに国産農産物が売れ、条件の不利な日本で農業が産業として成立するための基礎条件であり、こうした流れを地域に創り出すトータル・コーディネーターとしての大きな役割も皆さんに求められている。
そもそも農の営みというのは、健全な国土環境と国民の心身を守り育むという、大きな社会的使命を担っている。その大きな思いと誇り、そして自らの経営力・技術力を信じることが、厳しいときにも、常に前を向いて進んでいく底力を生み出してくれる。我々は簡単にへこたれるわけにはいかない。

表3 コメ関税撤廃の経済厚生・自給率・環境指標への影響試算
－経済効率で測れないものの重要性－
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資料: 鈴木(2007)。

注: 世界をジャポニカ米の主要生産国である日本、韓国、中国、米国の4カ国からなるとし、コメのみの市場を考えた例示的なモデルによる試算。「国産プレミアム」(国産米に対する消費者の高評価)は考慮していない。
 (日本農業新聞『万象点描』2011年1月13日)

長期的視点、バランス、連続性、の欠如

鈴木宣弘

「物事にはいくつもの側面がある。自分に都合のよい側面のみに基づいて主張を展開すれば、信用されないように思われる。しかし、多くの場合は、各自の利害に基づいた偏った見方が「正論」として、まことしやかに主張される。肩書きをみれば、もう話は聞かなくても、その人の書いたものなど読まなくてもわかるくらい単純明快な場合が多い。

それぞれの立場の人々が、自分たちの目先の利益だけで極論をぶつけ合ってもかみあわないし、全体としての長期的な利益は損なわれるかもしれないが、なかなか、その点には気がつかない。皆、自分たちの目先の利益のみに目を奪われ、支え合う気持ちを失い、やがては、全体が沈んでいって初めて気づくのかもしれない。しかし、そのときではもう遅いであろう。我々が直面している日本の現実には、悲しいが、そのような危うさを感じる。

食料をめぐる問題にも、生産者、生産者組織、メーカー、小売店、消費者、経済界、政治、行政、研究者等々、様々な立場があるが、各々の近視眼的な利害を超えて、将来の社会全体の長期的繁栄を、総合的に考えた議論が行われているとは、とても思えない。

また、ある現象を評価するときも、ある方向への流れが強まると、皆が一斉にもっともっとそうなると言い始め、急に流れが反転すれば、また同じ人達がいとも簡単に逆のことを言い出す。知見の蓄積に基づく冷静でバランスのとれた総合的視点が必要である。」

以上は3年前の拙著『現代の食料・農業問題』の序文の一節である。残念ながら現状はさらに悪化している。以前の経済界のリーダーには、産業界の利益を代表しつつも、日本社会全体の長期的発展を考慮した構想があったが、最近は、社会全体はおろか、自らの企業、それも労働者は使い捨てかのように、露骨な経営陣の目先の利益が「国益」として語られる。TPP問題も然りである。

大手メディアがそのスポンサーである輸出企業や大手小売業などの立場を尊重せざるを得ないのもわかるが、様々な観点から物事を総合的に評価する姿勢を失って世論形成が誘導されたら非常に危険である。

大手小売・卸などによる所得補償を前提にした「買いたたき」が今回の米価下落の発端と指摘する声もある。目先の利益を得ても、農家が疲弊しコメ生産が崩壊すれば、関連業界も崩壊するし、消費者も身近でコメも手に入らなくなり、結局みんなが立ちゆかなくなる。生産者、関連業界、消費者がともに持続できるような「適正」な価格形成がなぜできないのか。農協にも生協にも「踏みとどまれる力」が必要だ。

節操のない見解の転換も多い。少し遡れば、いまTPPのようなFTA(自由貿易協定)を推進する経済学者のほとんどが、15年前にはFTAは世界貿易を歪める悪玉で、日米FTAなどはその最たるものと主張していた。自らの保身から見解を転換する人もいる。TPPについても反対していた人がトーンダウンしてくる。それでも、我々は冷静な議論を社会に呼びかけ続け、事態を正常化しなくてはならない。
(日本農業新聞『万象点描』2011年2月24日)

食べ物に安さだけを追求する覚悟

鈴木宣弘
　「牛丼が安くなるからTPP賛成」という声がある。おいしさと安全な品質が確保されれば、安いにこしたことはないのは確かだ。しかし、日本がBSE(狂牛病)から人々の健康を守るために、米国からの輸入牛肉を若い牛のみに限定している規則の撤廃もセットだとすれば、我々は健康リスクを覚悟する必要があるかもしれない。いま日本で公開されている「フード・インク」という米国が作成したドキュメンタリー映画でも推察されるように、現状では、米国内のBSE検査態勢には不安が残る。
　「輸入食料は危険で国産なら大丈夫」というつもりはまったくないが、「食べ物に安さだけを追求することは命を削り、次世代に負担を強いる覚悟が要る」ということを、もう少し消費者の皆さんに具体的に伝える必要があるのではないかと思う。
　たとえば、BSTという牛成長ホルモンを、遺伝子組み換え技術で増産して、牛に注射すると乳量が2～3割も増えるということで、牛乳生産コストが大幅に削減できるとして、アメリカでは1994年に認可された。日本ではモンサント社が筆者にも相談にきていたが、日本の消費者の皆さんは心配するからやはり無理だろうということで、結局、認可申請も見送ったため、日本では認可されていないホルモンである。
　ところが、アメリカの乳製品は素通りで日本に入ってきている。遺伝子組み換え技術が使われているから本当は表示義務があるはずですが、それもなく、チェックされないまま、日本の皆さんは、日本では認可されていないホルモンが入った乳製品を食べている。
　実は、当のアメリカでは、この成長ホルモンが入った牛乳・乳製品を食べ続けると、乳がんや前立腺がんの確率が有意に高まるというようなデータが出てきて、医学誌で問題になってきた。その結果、スターバックスもウォルマートも販売拒否を打ち出している。
当のアメリカで販売拒否の動きが高まってきている牛乳・乳製品を、認可もしていない日本で、輸入を通じて消費者は何も知らずに食べている。こういうことがけっこうある。日本ではこういうことを伝えようとすると、関係の皆さんが「風評被害」で日本の乳製品も売れなくなると困るからというような議論が前面に出て、そっとしておこうという話になってしまう傾向もある。これはぜひ考え直していただきたい。
　外国のものが悪いというわけではないが、健康への影響の可能性については、人の命に関わる問題であり、きちんと伝えるのが食に関わる仕事に携わる者としての当然の責務である。「風評被害」を心配する以前の問題として、伝えるべき責任がある。しかも、自分達は、少々生産コストは高くなっても、環境にも、牛にも、人にも優しい、安全で高品質でおいしいホンモノを提供しているという自負があれば、それを消費者の皆さんに理解し、納得していただく意味でも、極めて重要な情報である。
TPPへの日本の参加によって、米国からの乳製品輸入が増加することは、こういう問題も含んでいるということを認識する必要がある。類似の情報で、十分に伝えられていないことは多い。早急に見直す必要があろう。
震災復興と農業問題
東京大学教授　鈴木宣弘

机上の復興プランの前に

大震災から二ヶ月以上が経ち、長期的な復興計画の議論も始まったが、その前提としてやるべきことが未だにできていない。各地の現場は、今も、大震災、大津波、放射能という未曾有の苦難の中にある。言葉を失うような現場の状況が続いている中で、現場から遠いところで、宙に浮いたような10年先のプランが飛び交うことには極めて違和感がある。苦難に立ち向かう人々の気持ちが折れてしまわないように、「いま」を支える対策が一刻を争う。「いま」を乗り切る見通しが立たなくては、「希望の持てる長期計画」はあり得ない。しかし、これまでの対応には、機動性、即応性、責任ある約束が欠如している。これほどの事態にあって、具体的中身の薄いパフォーマンス言動や保身や責任逃れは許されない。すでに関係者は責任を免れることはできない。せめて事態収拾後に責任を取ることを明言し、身を挺して事態収拾に臨むべきである。
「大連立」や復興計画の策定会議の設立などの「形式」を増やして、国が大上段に、机上の長期ビジョンを議論するよりも、いま不可欠なのは、現場が「いま」を乗り越えるエネルギーの喪失をくい止めるために現場に必要な手だてを即座に実施することと、「いつまでに責任を持って日々の生活と仕事の再開に対処する」という確約を責任者が明言することである。
非常に多くの方々が家族も住む場所も家財も仕事も失った。人々が生活を立て直すのは困難を極める。田畑や船を失ったり、放射能問題で農産物や生乳が売れなくなった農漁家も生活が破綻する。これは待ったなしの問題である。現場の必死の努力を後押しするには、いますぐの仮設住宅や生活費や補償、雇用の場がなくては行き詰まる。田植えできない(あるいは田植えしてもコメが売れないかもしれない)水田や売れない野菜や生乳で途方に暮れる農家に一刻も早く「希望の灯」をともすのがリーダーの役割ではないのだろうか。
法律の解釈でなく現場の必要性がすべての出発点
日本は今の枠組みや「前例」の範囲で何ができるかという解釈論は得意だが、不測の事態に従来の枠を超えて主体的に動くということが苦手である。現場独自の優れた復旧プランがあっても、それを実行する財源が不足しているときに、誰かが強力なリーダーシップをとって、「超法規的措置」であっても、自らが全責任をとる覚悟を明言し、平時の予算執行ルールに縛られずに概算的な資金投入を早急に指示できるようにして、関係省庁や現場が動けるようにしなくてはならない。現行の法律・規則で何ができるかとかの解釈や手続きに時間を取られて、現場に必要な手だてが遅れることは許されない。法律が金科玉条なのではなく現場が先だ。
原発問題についても、第一に東京電力の責任であるのは当然だが、国の責任も避けられないにもかかわらず、「原子力損害賠償法」をめぐる解釈で、双方が責任を押しつけ合うような駆け引きに時間を取られているのは、一刻を争う現場をないがしろにした姿勢である。東京電力には後で精算する形で負担を求めるとして、当面の住居や生活資金や雇用の確保に国は責任を持つべきである。
「情報は操作するのが当たり前」ではない
国民に提供する情報は「操作するのが当たり前」のような不遜な感覚は捨てるべきである。生の情報を隠さすに出して、国民に判断を委ねるべきである(TPP問題も同じである)。部分的な情報発信は国民の不安の増幅にしかならない。農産物の放射能汚染問題も、いきなり県単位で出荷停止してしまった上、「ただちに健康に影響はない」というような曖昧な説明で「風評被害」は増幅された。わかっている情報を正確に伝え、問題の出た地域の該当野菜だけを止めればよかった。
農作物の「風評被害」に対して、都内の直売会などを開催するなど、生産サイドは懸命の努力を続けている。これに対して、福島産などの野菜を買おうという消費者の動きも強い。ところが、卸売市場では価格暴落の状況である。卸も小売も含めて、関係者が本当に支える意思があるなら、こうはならないはずである。加工メーカーも、放射能が検出されていないにもかかわらず、福島産トマトの契約を打ち切った。いまこそ真の連携が問われている。苦しいときに生産・加工・流通・小売・消費が支え合うことが、日本の食の未来につながる。
買い手や消費者の安心を確保するためには、きめ細かな放射線量の測定情報が必要であり、観測地点の数と観測頻度の増加が求められるが、体制が追いついていない。JAが独自に放射線量測定器の調達を増やそうとしても、入荷に2ヶ月待ちのような状況になっている。
社会システムの見直し
単純に規模を大きくしてコストを下げればよい、というような効率追求の限界も露呈した。大きくなくとも、自前で、あるいは近隣で、原材料を調達できるような自給力のある、不測の事態に対応力の強いサステイナブル(持続可能)な経営、組織、社会システム、そして関係者が相互に支え合うことで成立する社会システムが見直されつつある。
今回の大地震、大津波、原発事故は、「想定外」ではなかった。津波被害も原発事故も起こり得る事態に準備していなかったから起きたと認めざるを得ない。国、企業、研究者、報道機関を含め、関係者の責任はあまりにも重い。
安全対策の費用対効果の考え方を見直す必要がある。薄っぺらな「効率性」の議論には限界がある。今回の大地震、大津波、原発事故のように、「百年、千年に一度」の頻度であっても、もし起こったら許されない人命にかかわる安全性については、いくら莫大なコストがかかっても備えるのが、本当の「効率性」である。しばしば、下水処理施設などでは、何年に一度の大雨に備えた設備にするかが議論になる。あまりに確率の低い豪雨に備えて、コストがかかりすぎるよりも、10年に一度は床上浸水の可能性があるが我慢しよう、というような判断が行われる。軽微な被害であれば、コストとの関係でやむを得ないという判断はあり得るが、地震、津波、原発、食料危機などは、一度でも起きたときに対応できなかったら取り返しがつかない。こうした問題を、単純な費用対効果で議論してはならない。有事に人々の命を守るには、大きなコストがかかっても備えねばならぬことがある。早急に大津波の再来に備えた防波堤の再構築も急がれる。食料自給も含め、真に有事に強い国のあり方を考え直すときである。
震災復興と貿易自由化問題
今回の世界各国からの温かい支援、特に米軍の多大な支援は本当に有り難い。しかし、これだけ米国にお世話になったのだから、米国が求める環太平洋パートナーシップ協定(TPP)に当然入るしかないかのような流れはおかしい。地域が未曾有の打撃を受けたいま、さらに地域に追い打ちをかけるようなTPP推進は白紙に戻すのが常識的な判断である。米国自身が「大震災の上、TPPで追い打ちをかけるようなことは当面はできない」と言い、「TPPは日本を苦しめるものだ」と間接的に認めているのである。ところが、政府内には、こういうときこそ、「開国」で経済を活性化するために、TPP参加表明を11月のAPEC(アジア太平洋経済連携)会議に滑り込ませようとの声も強い。原発で日本の農産物に不安があるのだからTPPで農産物輸入を促進しようとの声もある。しかし、いまこそ、「自国を自国で守れる国とは何か」ということが問い直されている。有事に強い、自給的で持続的に支え合う社会をめざし、コストがかかっても食料を身近で確保することの重要性を、むしろ再認識すべきである。
さらに、農地などが壊滅的な被害を受けたのを見て、一部の識者は「今こそ大規模化の好機」「それを全国モデルにしてTPPなどの貿易自由化も推進できる」といった議論を展開している。併せて、農地所有も自由化して農業への企業参入を進めることも主張されている。現場の農業者が「どうやって経営を再建するか」と苦闘している時に誠に不見識で心ない極論である。しかも、こんな大震災がなければ大規模区画にできないなら、それほどに日本の規模拡大は難しいということで、全国のモデルになり得ないし、まして、たとえそれを実現したとしても、だからゼロ関税で戦えるというのも空論である。その程度の規模拡大では一戸数百、数千ヘクタールの米国やオーストラリアの農業とは所詮競争できない。

今回の一連の対応を見ていると、リーダーたる人々が、本当に現場の人々の置かれている状況と気持ちを少しでも理解しようとしているか、「現場感覚」と「人としての心」を疑いたくなる。そして、何でも自らに都合のよいように結びつけてしまう「論理の飛躍、極論の空しさ」を認識すべきである。現場を知らない人が勝手な議論を展開するのは控えたほうがよい。具体的なプランは、できるかぎり地元自治体と住民や農漁家に委ね、それを実現するための必要な予算の一刻も早い確保・支出を国が行うような連携が望まれる。
略歴　

東京大学　大学院　農学国際専攻　教授　農学博士　鈴木宣弘　すずきのぶひろ
1958年三重県生まれ。1982年東京大学農学部卒業。農林水産省、九州大学教授を経て、2006年より現職。専門は、農業経済学、国際貿易論。日中韓EPA、日モンゴルEPA産官学共同研究会委員、関税・外国為替等審議会委員。主著に、『食料を読む』(共著、日経文庫、2010年)、『食の未来に向けて』(筑波書房、2010年)、『新しい農業政策の方向性－現場が創る農政－』(共著、全国農業会議所、2010年)、『現代の食料・農業問題―誤解から打開へ』(創森社、2008年)等。
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　 　 販売量

国内 輸出

（外国1） （外国2）

A

       

= 撤廃対象の｢通常の｣輸出補助金（政府=納税者負担)

A+B

  = 米国の穀物、大豆、綿花（全販売への直接支払い)

B+C 

 = EUの砂糖（国内販売のみへの直接支払い）

C

       = カナダの乳製品、豪州の小麦、NZの乳製品等

    　（国内販売または一部輸出の価格つり上げ、消費者負担）

いずれも輸出補助金相当額(ESE) = 5,000。

図2　様々な輸出補助金の形態と輸出補助金相当額(ESE)

資料：鈴木宣弘作成。
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		　図１　欧州・米州経済圏の拡大とアジア地域経済連携の必要性



欧 州 圏

米 州 圏

ア　ジ　ア



図 錯綜するFTA

				図２　APEC21カ国・地域の中で錯綜する経済連携関係
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		表2　関税撤廃による国内農産物生産への影響に関する農水省試算の考え方 ヒョウ カンゼイ テッパイ コクナイ ノウサンブツ セイサン エイキョウ カン ノウスイショウ シサン カンガ カタ

		品目名 ヒンモク メイ		生産量減少率 セイサンリョウ ゲンショウリツ		生産減少額 セイサン ゲンショウ		試算の考え方 シサン カンガ カタ

				（％）		（百億円） ヒャクオク エン

		米 コメ		90		195		新潟産コシヒカリ、有機米等のこだわり米等を除いて置き換わる ニイガタ サン ユウキマイ トウ コメ トウ ノゾ オ カ

		小麦 コムギ		99		8		国内産小麦100％をセールスポイントとした小麦粉用小麦を除いて置き換わる コクナイサン コムギ コムギ コナ ヨウ コムギ ノゾ オ カ

		大麦 オオムギ		79		2		主食用(押麦）及び味噌用（裸麦）は残り、ビール用、焼酎用、麦茶用等は置き換わる シュショクヨウ オ ムギ オヨ ミソ ヨウ ハダカ ムギ ノコ ヨウ ショウチュウ ヨウ ムギチャ ヨウ ナド オ カ

		インゲン		23		0.3		高級和菓子用、煮豆用等を除いて置き換わる コウキュウ ワ カシ ヨウ ニマメ ヨウ ナド ノゾ オ カ

		小豆 アズキ		71		2		高級和菓子用を除いて置き換わる コウキュウ ワ カシ ヨウ ノゾ オ カ

		落花生 ラッカセイ		40		1		殻付きは残り、むきみは置き換わる カラ ツ ノコ オ カ

		甘味資源作物 カンミ シゲン サクモツ		100		15		品質格差がなく、すべて置き換わる ヒンシツ カクサ オ カ

		でん粉原料作物 プン ゲンリョウ サクモツ		100		2		品質格差がなく、すべて置き換わる ヒンシツ カクサ オ カ

		コンニャク芋 イモ		90		3		生ずりコンニャクは残り、コンニャク精粉から製造されるコンニャクは置き換わる ナマ ノコ セイ コナ セイゾウ オ カ

		茶 チャ		25		3		1番茶及び2番茶は残り、3番茶、4番茶及び秋冬番茶は置き換わる バン チャ オヨ バンチャ ノコ バンチャ バンチャ オヨ アキフユ バンチャ オ カ

		加工用トマト カコウヨウ		100		3		ケチャップ等のトマト加工品は品質格差がなく、すべて置き換わる トウ カコウ ヒン ヒンシツ カクサ オ カ

		柑橘類 カンキツルイ		9		1		ストレート果汁は残り、濃縮果汁及び缶詰は置き換わる カジュウ ノコ ノウシュク カジュウ オヨ カンヅメ オ カ

		リンゴ		9		1		ストレート果汁は残り、濃縮果汁は置き換わる カジュウ ノコ ノウシュク カジュウ オ カ

		パインアップル		80		0.1		缶詰は置き換わり、これに伴い缶詰用と同じ株から生産される生果用が減少する カンヅメ オ カ トモナ カンヅメヨウ オナ カブ セイサン ナマ ハテ ヨウ ゲンショウ

		牛乳・乳製品 ギュウニュウ ニュウセイヒン		56		45		生クリーム等を除く乳製品が置き換わり、業務用牛乳等を中心に2割の飲用乳が置き換わる ナマ トウ ノゾ ニュウセイヒン オ カ ギョウムヨウ ギュウニュウ トウ チュウシン ワリ インヨウニュウ オ カ

		牛肉 ギュウニク		75		45		4等級及び5等級は残り、3等級以下は置き換わる トウキュウ オヨ トウキュウ ノコ トウキュウ イカ オ カ

		豚肉 ブタニク		70		46		銘柄豚は残り、その他は置き換わる メイガラ ブタ ノコ ホカ オ カ

		鶏肉 ケイニク		20		19		業務・加工用の半分が置き換わる ギョウム カコウヨウ ハンブン オ カ

		鶏卵 ケイラン		17.5		15		業務・加工用のうち弁当等用と加工用の半分が置き換わる ギョウム カコウヨウ ベントウ ナド ヨウ カコウヨウ ハンブン オ カ

		合計 ゴウケイ				4兆1千億円 チョウ センオク エン

		資料：農水省資料 シリョウ ノウスイショウ シリョウ

		注：国産農産物を原料とする一時加工品(小麦粉など）の生産減少。 チュウ コクサン ノウサンブツ ゲンリョウ イチジ カコウヒン コムギコ セイサン ゲンショウ





Sheet2





Sheet3






_1265983856.xls
Sheet7

		WTOとFTAの比較検討試算(需給と価格)

		変数				記号		単位		現状						WTO

		日本		生産		Sj		万トン		888.9		825.6		16.1		13.1

				需要		Dj		万トン		931.3		931.9		939.1		939.1

				自給率		SSj		%		95.4		88.6		1.7		1.4

				市場米価		Pj				269.3		252.9		43.9		43.1

				中国からの輸入		Ijc		万トン		10.6		0.0		923.0		926.0

				米国からの輸入		Iju		万トン		31.8		0.0		0.0		0.0

				韓国からの輸入		Ijk		万トン		0.0		106.3		0.0		0.0

				総輸入		Ij		万トン		42.4		106.3		923.0		926.0

		韓国		生産		Sk		万トン		668.7		740.8		487.8		486.8

				需要		Dk		万トン		676.1		634.5		780.6		781.2

				自給率		SSk		%		98.9		116.8		62.5		62.3

				市場米価		Pk				193.4		252.9		43.9		43.1

				中国からの輸入		Ikc		万トン		7.4		0.0		292.9		168.4

				米国からの輸入		Iku		万トン		0.0		0.0		0.0		126.0

				総輸入		Ik		万トン		7.4		0.0		292.9		294.4

				日本への輸出		Ekj		万トン		0.0		106.3		0.0		0.0

		中国		生産		Sc		万トン		17634.0		17622.7		18382.9		18307.0

				需要		Dc		万トン		17616.0		17622.7		17167.1		17212.6

				自給率		SSc		%		100.1		100.0		107.1		106.4

				市場米価		Pc				36.2		36.1		43.9		43.1

				日本への輸出		Ecj		万トン		10.6		0.0		923.0		926.0

				韓国への輸出		Eck		万トン		7.4		0.0		292.9		168.4

				総輸出		Ec		万トン		18.0		0.0		1215.8		1094.4

		米国		生産		Su		万トン		1047.0		1033.5		1033.5		1087.0

				需要		Du		万トン		1015.2		1033.5		1033.5		961.0

				自給率		Ssu		%		103.1		100.0		100.0		113.1

				市場米価		Pu				36.2		33.9		33.9		43.1

				日本への輸出		Euj		万トン		31.8		0.0		0.0		0.0

				韓国への輸出		Euk		万トン		0.0		0.0		0.0		126.0

				総輸出		Eu		万トン		31.8		0.0		0.0		126.0

		WTOとFTAの比較検討試算(経済厚生)

		変数				記号		単位		現状						WTO

		日本		消費者余剰の変化		CSj		億円				1523.6		21080.6		21153.8

				生産者余剰の変化		PSj		億円				-1402.0		-10200.4		-10201.6

				政府収入の変化		GRj		億円				-988.3		-988.3		-988.3

				総余剰の変化		TSj		億円				-866.7		9891.8		9963.9

		韓国		消費者余剰の変化		CSk		億円				-3901.9		10890.0		10950.9

				生産者余剰の変化		PSk		億円				4196.3		-8645.3		-8683.3

				政府収入の変化		GRk		億円				-116.3		-116.3		-116.3

				総余剰の変化		TSk		億円				178.1		2128.4		2151.3

		中国		消費者余剰の変化		CSc		億円				203.5		-13369.2		-12029.2

				生産者余剰の変化		PSc		億円				-203.6		13843.4		12413.4

				政府収入の変化		GRc		億円				0.0		0.0		0.0

				総余剰の変化		TSc		億円				-0.1		474.2		384.2

		米国		消費者余剰の変化		Csu		億円				238.9		238.9		-682.5

				生産者余剰の変化		Psu		億円				-242.6		-242.6		737.0

				政府収入の変化		Gru		億円				0.0		0.0		0.0

				総余剰の変化		Tsu		億円				-3.7		-3.7		54.5

		WTOとFTAの比較検討試算(環境指標)

		変数				記号		単位		現状						WTO

		日本		バーチャル・ウォーター		VWj				1.5		3.8		33.2		33.3

				農地の窒素受入限界量		Nmax		千トン		1237.3		1207.5		827.2		825.8

				環境への食料由来窒素供給量		N		千トン		2379.0		2366.0		2199.4		2198.8

						N/Nmax		%		192.3		195.9		265.9		266.3

		世界計		フードマイレージ		FMPj		ポイント		457.1		207.6		3175.9		4790.6

		表1  コメ関税撤廃の経済厚生・自給率・環境指標への影響試算(補填システムがない場合)

		変数				記号		単位		現状						WTO

		日本		消費者余剰の変化		CSj		億円				1523.6		21080.6		21153.8

				生産者余剰の変化		PSj		億円				-1402.0		-10200.4		-10201.6

				政府収入の変化		GRj		億円				-988.3		-988.3		-988.3

				総余剰の変化		TSj		億円				-866.7		9891.8		9963.9

				コメ自給率		SSj		%		95.4		88.6		1.7		1.4

				バーチャル・ウォーター		VWj				1.5		3.8		33.2		33.3

				農地の窒素受入限界量		Nmax		千トン		1237.3		1207.5		827.2		825.8

				環境への食料由来窒素供給量		N		千トン		2379.0		2366.0		2199.4		2198.8

						N/Nmax		%		192.3		195.9		265.9		266.3

		世界計		フード・マイレージ		FMPj		ポイント		457.1		207.6		3175.9		4790.6

		変数						単位		現状						WTO

		日本		消費者利益の変化				億円				1523.6		21080.6		21153.8

				生産者利益の変化				億円				-1402.0		-10200.4		-10201.6

				政府収入の変化				億円				-988.3		-988.3		-988.3

				総利益の変化				億円				-866.7		9891.8		9963.9

				コメ自給率				%		95.4		88.6		1.7		1.4

				バーチャル・ウォーター						1.5		3.8		33.2		33.3

				農地の窒素受入限界量				千トン		1237.3		1207.5		827.2		825.8

				環境への食料由来窒素供給量				千トン		2379.0		2366.0		2199.4		2198.8

								%		192.3		195.9		265.9		266.3

				カブトエビ				億匹		44.6		41.4		0.8		0.7

				オタマジャクシ				億匹		389.9		362.1		7.1		5.8

				秋アカネ				億匹		3.7		3.4		0.1		0.1

		世界計		フード・マイレージ				ポイント		457.1		207.6		3175.9		4790.6

		変数				記号		単位		現状						WTO

		日本		生産		Sj		万トン		888.9		825.6		16.1		13.1

				作付面積				千ha		1670.9		1551.8		30.3		24.7

				カブトエビ				億匹		44.6		41.4		0.8		0.7

				オタマジャクシ				億匹		389.9		362.1		7.1		5.8

				秋アカネ				億匹		3.7		3.4		0.1		0.1
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図　ブロック化

		　図１　欧州・米州経済圏の拡大とアジア地域経済連携の必要性
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図 錯綜するFTA

		　図２　APEC21カ国・地域の中で錯綜する経済連携関係
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		価格 カカク

		150

								C

		100

										B								A

		50								　

								100														100

										　						　								　						　				販売量 ハンバイリョウ

										国内 コクナイ														輸出 ユシュツ

										（外国1） ガイコク														（外国2） ガイコク

		A       = 撤廃対象の｢通常の｣輸出補助金（政府=納税者負担) テッパイタイショウツウジョウユシュツホジョキンセイフノウゼイシャフタン

		A+B  = 米国の穀物、大豆、綿花（全販売への直接支払い) ベイコクコクモツダイズメンカゼンハンバイチョクセツシハラ

		B+C  = EUの砂糖（国内販売のみへの直接支払い） サトウコクナイハンバイチョクセツシハラ

		C       = カナダの乳製品、豪州の小麦、NZの乳製品等 チチセイヒンゴウシュウコムギチチセイヒントウ

		　（国内販売または一部輸出の価格つり上げ、消費者負担）

		いずれも輸出補助金相当額(ESE) = 5,000。 ユシュツホジョキンソウトウガク

		図2　様々な輸出補助金の形態と輸出補助金相当額(ESE) ズサマザマユシュツホジョキンケイタイユシュツホジョキンソウトウガク

		資料：鈴木宣弘作成。 シリョウスサクセイ






